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§2. 動学的労働供給モデル：賃金が外生的である場合
いままで静学的モデルを長々と論じてきたので．これからは動学的モデルを検討するこ
とにしよう。キリングスワースとヘックマンは．まずはジェーコブ・ミンサーをとりあげ
るが，それは，基本的に静学的分析を踏襲したとされる過去の労働供給研究のなかで，ミ
ンサーが動学的アイディアを導入したとして注目されるからである。
ミンサーの研究動機は，女子（とくに既婚女子）の労働供給上のひとつのパラドックス
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の解明にあった。そのパラドックスとは，横断面データによれば，女子労働力率と男子賃
金率の間，もしくは妻の労働力率と夫の稼得収入の間には逆の (inverse)関係が典型的に
みられるが，時系列データによれば， 「アメリカ労働力人口史上の最も顕著な現象のひと
っ」として，男子の実質賃金率およぴ実質所得が大成長をとげたというのに，女子（とく
に既婚女子）の労働力率が持続的に増加してきている事実をさす。その解明にあたってミ
ンサーは．女子労働力化の生涯上の時点的分布を，各時点の女子労働力化確率ないし女子
集団の労働力率にまで発展させただけではない。かれはさらに，たとえば余暇・労働の選
好，長期の世帯所得，および稼得能力が．すべての女子について同一であっても（すなわ
ち労働供給総最がすべての女子について同一であっても）， 世帯所得と資産はライフ・サ
イクル的に変動しようし，また世帯主や家族員の賃金率と雇用機会等も循環的ないしラン
ダムに変動しようから，女子の労働力化タイミングは．個人によって異なるという。結論
，的にミンサーは，労働力化の時点的分布が．その特定タイミングを促がす諸変数の「一時
的」 ("transitory")変動の結果とみなされるかぎり，独立諸変数の「恒常的」 ("perma-
nent")水準と一時的 (current)水準を区別することは絶対必要だという。要するにミン
サーの分析には．ミルトン・フリードマン流の恒常成分と一時成分との区分を含めた動学
的特徴がみられる丸
以後研究者たちは．かかるミンサーの主張から2つの結論をひきだしたようだ。その 1
つは．労働力化の説明変数としての賃金および所得の係数値を労働時間の説明変数として
のそれと理論的に等視し．その労働力化パラメーターの推定値を用いて所得効果と代替効
果を類推しようというものである。もう 1つは，労働供給決定上の考慮を異時点において
所与とすれば，その主たる決定要因（賃金率，外生所得など）の変化を一時的(temporary)
なものと恒常的 (permanent)なものに区分することが必要だというものである。だがキ
リングスワースとヘックマンは，かかる考え方は直観的に訴えるところがあるにしても，
ミンサーの考え方に厳密に即したものでなく，逆にミンサー以後の研究を妨げて「不幸」
だったという。そこでかれらは，むしろミンサーを形式的に (formally)発展させようと
する2)。
その最も単純な方法は，労働供給の単純な静学分析を生涯タームで再解釈することであ
ろう。静学モデルの期間は不確定だから，諸変数を生涯変数(lifetimevariables)と解釈で
1) 0. Ashenfelter 11nd R. Layard, ed., Handbook of Labor Economics, North-
Holland, 1986, pp. 144~145. 以下では Handbookと略す。
2) Handbook, pp. 145~146. 
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きよう。ただし外生所得はその個人の初期実質資産保有額(initialreal asset holdings) 
と解釈し直し，また市場利子率はゼロとする。いま観察不能の「趣好」 (''taste")ないし
「家計生産」 ("householdproduction")の変数を eとすると，効用関数は
U=U(C, L, e) (26) 
と書ける。ただし余暇時間と財消費は，異時点間で完全に代替的だとされる。生涯予算制
約は単一期間静学モデルのそれと同じで
PC:s;'.WH+R (27) 
である。賃金率 W は生涯一定と考える必要はなく，各期間賃金率の生涯平均としての
「生涯」賃金 ("lifetime"wage)と考えてよい3)。
いま生涯が T期間より成り，各期間の市場賃金率が最高 w(l)と最低 w(T)の間に
分布しているとしよう。もし w(l)がある個人（女子）の留保賃金ないし「影の」（潜在
的）賃金 ("shadow"wage), すなわちゼロの生涯労働時間における限界代替率を超える
ならば，その個人は少なくとも 1期間は働くこととなり
伍(R,T, e)/Uc(R, T, e)=S(R, T, e):S:w*→庄>O (28) 
となろう。もし w(k)が高い方から K番目の期間賃金率だとすれば，すなわち以下の式
w(k):ZS(R, T, e):Zw(k+l) (29) 
のもとでは，かの女は正確に K期間働くであろう。 w(k)>w(k+l)であるから，式(29)
の不等式のいずれかは，厳密な (strict)意味のものであろう。なお期間総数 Kは， e,R 
（初期実質資産）， w(k)の関数であって
k=k[w(k), R, T, e] (30) 
と書けるが，これは通常の労働供給関数に似る。生涯期間にしめる労働期間の比率 h(=
k/T)も，式(30)と同様に
h=h[w(k), R, e] (31) 
と書ける。もちろん関数 h[・］は関数 k[・］に比例し，比例係数は 1/Tである丸
このモデルの難点は，生涯全期間の労働供給データ (kないし h)が必要なことであろ
う。ミンサーの解決法は，労働力化のタイミングは，一時的要因（子供，賃金・所得の一
時変動，その他）を除去すればランダムなものと想定することにある。とすれば h(生涯
期間対労働期間比率）は， z(ある時期の労働力化指標）にすぐ置き換えられ，しかもZ
は，時系列ないし横断面の集計データでは労働力率として，またミクロ・データでは労働
3) Handbook, p. 146. 
4) Handbook, pp. 146~147. 
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力化の有無をしめす2価指示変数 (abinary indicator variable)として． 計測されよ
う。かくして一時的要因を除去して
Z=Z[w(k), R]+error term (32) 
を考えれば，その推定値は hの推定に役立つ。また式(32)のパラメーター推定値が得ら
れれば，労働供給にたいする恒常的賃金変化の所得補償されざる効果は dZ[w(k),RJ/d 
[w(k)]として， また所得効果（すなわち初期資産効果）は {dZ[w(k),R]/dR}Zとし
て，それぞれ計測されよう 5)。
だがなお難点がある。式(32)の推定には，その時期の市場支配的 (prevailing)賃金よ
りはむしろ「限界的賃金」 ("marginalwage")たる w(k)のデータが必要であり，それ
を得るには，生涯的賃金サイクルの必要限度の（生涯期間でなくとも）情報が必要であ
る。かかる実際上の問題を離れても分析上の問題として，式(32)が代替効果および所得効
果の推定に利用できるのは．すべての個人（女子）が生涯労働供給の最適化にかんして内
部解を有する，すなわち生涯労働供給(Hまたは h)が正である場合に限られるという点
があげられる。その際式(32)は，個人の特性ベクトル X(賃金率． 初期資産 R,その他）
が所与の場合，その個人が特定時期 tで働こうとする確率と関わりをもつ。この確率は
Pr{H(t)>OIX}と書けよう。それはまた．①所与の特性 Xのもとで，ライフ・サイク
ル上のいかなる時期であれ個人がいやしくも働こうとする確率 Pr{h>OIX}と，③特性
Xのかかる個人が．ライフ・サイクル上のどこかの時期ではかならず働くとして， t期で
働こうとする確率 Pr{H(t)>OIX,h>O}との積として示されよう。すなわち
Pr{H(t)>OIX}=Pr{h>OIX}Pr{H(t)>OIX, h>O} (33) 
である。もし労働力化のタイミングが実際にランダム（ないし一時的要因を除去してラン
ダム）なものだとすれば
Pr{H(t)>OIX, h>o} =E{hlX, h>O} (34) 
となろう。式(34)の含意は，所与の特性 X をもつ個人がライフ・サイクル上のどこかの
時期でかならず働くとすれば． その個人が特定時期 tで働く確率は，労働力化タイミン
グがランダムなものであるかぎり，そのライフ・サイクル全期間にしめる労働力化期間の
比率だというにある。式(33)と式(34)から
Pr{H(t)>OIX}=Pr{h>OIX}E{hlX, h>o) (35) 
はすぐに得られる。もし誰もがライフ・サイクル上のどこかの時期に働くとすれば,Pr 
5) Handbook, pp. 147~148. 
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{h>OIX}=lでありかっ E{hlX,h>O}=E{hlX}であるから，式(35)は
Pr{H(t)>olX} =E{hlX} (36) 
となる。式(36)左辺は式(32)と等しい。また式(32)の推定値は，式(36)右辺によって意味
される代替効果・所得効果の値を提供しよう。だが一部の個人が生涯けっして働かないと
すれば，労働力化行動は，式(36)ではなくて式(33)によって示される。ただし式(33)は，
代替効果と所得効果の有用な情報を提供しない6)。
さて式(31)にもどろう。それは，生涯労働供給モデルとしては難点がある。それは，
「恒常的賃金」 ("permanentwage")の関数． さらには恒常的賃金と 「一時的」賃金
("transitory" wage)の両者の関数として描かれていないからである。またそれは，特
定時期 tの労働時間 H(t)をすぐ示すものでもない。そこでキリングスワースとペンカ
ベルは．モデルの新たな展開として．ペンカベルの男子労働供給モデル（ただし生涯期間
は D+l期）を援用する。
D 
U=エ(l+s)-1u[C(t),L(t)] (37) 
t-o 
がそれであって， C(t)とL(t)は t期の個人の合成（消費）財および余暇の消費， S は
その個人の主観的時間選好率， u[・］は厳密に凹の単一期間効用関数をそれぞれ示す。要
するに式(37)は，余暇・消喪財の異時点間代替を完全なものとはみず，式(26)よりは一般
的である。生涯効用 Uの極大化にさして生涯予算制約は
D 
A(O)+ I:; (1+r)-1[W(t)H(t)-P(t)C(t)]20 (38) 
t-o 
であって,A(O)は初期資産保有額， rは市場利子率，また P(t),W(t), H(t)は t期の
価格水準，賃金率． 労働時間をそれぞれ示す。 ラグランジュ関数（ただし V は乗数）は
D D L=t~。 (l+s)一1u[C(t), L(t)J+v{A(O)+足。(1+r)ー1[W(t)H(t)-P(t) C(t)]} (39) 
であるので,C(t), L(t), vにかんしてその極値条件を求めれば
(l+s)—1uc(t)-v(l+r)一1P(t)=O,
(l+s)一加(t)-v(l+r)一1W(t)::C:O,with>→ H(t)=O, 
D 
A(O)+~(l+r戸[W(t)H(t) -P(t) C(t)] = 0 
t=O 
が得られる。 Uc(t)は C(t)にかんする，また虹(t)は L(t)にかんする t期の Uの
偏導関数である。第2式は，境界上の解も考慮されていることを示す。なお V(最適条件
下の初期資産の限界効用）は内生変数であり．その値は，外生変数 (A(O),W(t), P(t)) 
のタームで 2(D+l)+ 1個の方程式を解くことにより． すなわち C(t)について D+l
6) Handbook, pp. 148~149. 
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個の値と L(t)について D+1個の値を得ることにより（残る 1個は予算制約式），決定
される。いま簡単化のため
v(t)=[(1+r)/(1+s)J-1v (40) 
と置くと，前記の極値条件は
uc(t)-v(t)-P(t) =O, (41a) 
成）―v~t)W(t迄0, with>→ H(t) =O, (41b) 
A(O)+ :E (1+が [W(t)H(t)-P(t)C(t)]=O (41c) 
t=O 
と書き直される”。
ところで以上は均衡動学(equilibriumdynamics)であって，各期の H(t),L(t), C(t) 
および初期資産の「影の」（潜在的）価値 V(vが決まれば， v(t)も決まる）の値の如何
による個人の生涯均衡プランの議論である。 W(t)とP(t)の集合および A(O)(初期資
産額）は所与であって，各個人のW(t)や A(O)が異なれば，その生涯均衡プランも当然
に異なろう。そこでかかる外生変数の変化におうじた比較動学(comparativedynamics) 
モデルをつくる要がある。
まずは均衡にさいして，全期に内部解（正の労働時間）が得られるとしよう。式(41b)
は等式のみとなろう。式(41a)および式(41b)をv(t)W(t)および v(t)P(t)のタームで
C(t)および L(t)にかんして解くと
C(t) =C[v(t)P(t), v(t) W(t)], 
L(t) =L[v(t) W(t), v(t)P(t)J 
と書けよう 8)。さらに式(41a)と式(41b)を全微分すれば
dC(t) =d[v(t)P(t) ][uLL(t)/d(t) ]-d[v(t) W(t) ][ucL(t) /d(t)] 
=dP(t) {[uLL(t)v(t)J/d(t) }-d W(t) {tucL(t)v(t) J/d(t)} 
(4蕊）
(42b) 
+dv(t) {[uLL(t)P(t)-ucL(t) W(t)]/d(t)), (43a) 
dL(t) =d[v(t) W(t) ][ucc(t) /d(t) ]-d[v(t)P(t) ][ucL(t) /d(t)] 
=d W(t) {[ucc(t)v(t) ]/d(t) }-dP(t) {[ucL(t)v(t) ]/d(t)} 
十曲(t){[ucc(t) W(t)-ucL(t)P(t)]/d(t)} (43b) 
が得られる。なお u11(t)は,i=C(t)とj=L(t)にかんする t期の U の2次偏導関数
であり，また d(t)=ucc(t)uLL(t)-ucL(t)2>0 (uの凹性による）である。 dv(t)の乗ぜ
7) Handbook, pp. 149~151. 
8)式(4蕊）と式(42b)は， 「富の限界効用一定の」 ("marginalutility of wealth-co-
nstant")もしくは「フリッシュの」 ("Frisch")需要関数と呼ばれる。
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られたる｛ ｝の項は，もし C(t)および L(t)が静学的1期間の意味で正常財であれば，
負であり，また dP(t)および dW(t) の乗ぜられたる｛ ｝の項は， Uの凹性によってい
ずれも負である9)0 
9) Handbook, pp. 151 ~152. この辺の記述については，説明が必要であろう。
• まず式(43a)および式(43b)の蒋出から示そう。式 (41a)と式(41b)を全微分すれば
ucc(t)dC(t) +ucL(t)dL(t)-d[v(t)P(t)] = 0 
uLc(t)dC(t) +uLL(t)dL(t)-d[v(t) W(t)] =O 
行列表示をすれば
[Ucc(t) UcL(t)〕[dC(t)〕=[d[v(t)P(t)J〕
ULc(t) ULL(t) dL(t) d[v(t) W(t)] 
左辺の係数行列の逆行列を両辺に乗ずれば，
〔dC(t)]=[Ucc(t)UcL(t)丁〔d[v(t)P(t)]] 
dL(t) ULc(t) ULL(t) d[v(t) W(t)] 
1 ULL(t) -ucL(t) d[v(t)P(t)] 丑｀c(t)ucc(tJ [d[v(t) W(t)]] 
1 〔叩(t)P(t)]uLL(t)-d[v(t) W(t)JucL(t) 
=網 -d[v(t)P(t)]uLc(t)+d[v(t) W(t)Jucc(t)〕
となる。ただし d(t)=Ucc(t)uLL(t)-UcL(かは係数行列式である。よって
dC(t) =d[v(t)P(t) ][uLL(t)/d(t) J-d[v(t) W(t) ][ucL(t)/d(t)] 
=dv(t) {[uLL(t)P(t) ]/d(t)} +dP(t) {[uLL(t)v(t) ]/d(t)} 
-dv(t) {[ucL(t) W(t) ]/d(t)} -d W(t) {[ucL(t)v(t) ]/d(t)} 
=dP(t) {[uLL(t)v(t) ]/d(t)} -d W(t) {[ucL(t)v(t) ]/d(t)} 
+dv(t) {[uLL(t)P(t)-ucL(t) W(t)]/d(t)} 
dL(t) =d[v(t) W(t) ][ucc(t)/d(t) ]-d[v(t)P(t) ][uLc(t)/d(t)] 
が得られる。なお dL(t)の以後の展開は省略する。
•d(t)>o については，効用関数 U は凹性の故に 2 次偏導関数は負値定符号であり，
負値定符号の条件は，ヘッセ行列式の首座小行列式 ID2l>Oであることを想起す
ればよい。
• dP(t)もしくは dW(t)の乗ぜられたる｛ ｝の項については， uLL <o, ucc <o, 
d(t)>O, かつ v(t)>oであるから，｛ ｝の項はいずれも負である。なお v(t)につ
いては，式(41a)および式(41b)より v(t)=uc(t)/P(t)or UL(t)/W(t)であり，分
母と分子はともに正であるから， v(t)も当然に正であろう。
• dv(t)の乗ぜられたる｛ ｝の項について， C(t)および L(t)が静学的1期間の意味
で正常財であれば，｛ ｝の項は負であるという。いまこの点を考えよう。静学的1
期間において目的関数を 1ヽ=u(C,L), 制約条件を PC=WH+R,ラグランジュ関
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さて式(43a)および式(43b)は， t期（任意）の v(t),W(t), P(t)の相違が，その時期
の消費および余暇の相違をもたらすことを示す。ところで t期の W の相違が t'期の富
の純増分 a(t')(= W(t')H(t')-P(t') C(t'))に影響を及ぽすかどうかについては，以下の
2式
da(t)/d W(t) =d[ W(t)H(t)-P(t)C(t) J/d W(t) 
= H(t) -W(t) [ dL(t) /d W(t) ]-P(t) [ dC(t) / d W(t) J 
=H(t)+ YLv(t), 
da(t')/dW(t)=O, t'# 
(4姐）
(44b) 
が認められる。ただし YLv(t)=([uc(t)丸c(t)一丸(t)ucc(t)]/d(t)}であり，かっ t期
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数を £=u(C,L)-v(PC-WH-R)とすると，極大のための 1階の条件は
8£ ―=-PC+ WH+R=O 珈
8£ 記 =uc-vP=O :.P Uc ＝ V 
聾=uL-vW=O(":H=T-L) :.W=立V 
となる。前記の極値条件を Rにて偏微分し， かつそれを整理して行列表示すれば
［口:~::HE『;]-[―{] 
が得られる。左辺の係数行列式を dと置けば
1 . 1 
8C/8R=で[-PuLL+WuciJ=-面[ucuLL-u辺ciJ
1 1 
BL/BR=-ず-Puic+Wucc]=—証叩cc-Uc丸cJ
が得られる。したがって外生所得Rの消費Cと余暇 Lにたいする所得効果は，そ
れぞれ一[ucuLL-u辺ciJおよび一[u辺cc-ucuciJに比例しよう。もし CとL
1 が正常財であれば， BC/BR>0かつ BL/B尺>Oであるから， vif[UcULL-U辺CL]
1 <oかつvif[U辺cc-ucuciJく0である。
そこで式(43a)および式(43b)における dv(t)の乗ぜられたる｛ ｝の項をみるに，
極大のための 1階の条件である式(41a)および式(41b)より P(t)=uc(t) /v(t)かつ
W(t)=丸(t)/v(t)であるから，それを代入すれば，前記の｛ ｝は， dC(t)につい
て [uc(t)uLL(t)一肛(t)uci(t)J/[v(t)d(t) ], また dL(t)について [ui(t)ucc(t)
-uc(t)uci(t) J/[v(t)d((t) Jとなる。静学的1期間を考えて tを無視すれば，そ
1 1 
れらは，面：[UcULi....:u九 c]および面：[uiucc-ucuciJとおなじである。 よって
その｛ ｝はいずれも負となろう。
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の余暇が静学的意味で正常財であれば, YLv(t)は正である。したがってda(t)/dW(t)>o 
である（ただし v(t)と P(t)は一定）。だが W(t)の増加は，他の時期の富の純増分に
は影響を及ぼさないであろう 10)。
だが W(t)の変化は,L(t)や C(t)だけでなく V (式 (40)によれば v(t))をも変化
させる。他の条件にして同一であれば．任意の時期 tにおいてより高い賃金を得る個人
は自己をより豊かと感じ，かの女にとって 0 ないし v(t)の値は低下し（資産の貴重性な
10) Handbook, pp. 152~153. なお式(4姐）の導出は以下のとおり。まず
da(t)/d W(t) =d[ W(t)H(t)-P(t) C(t) J/d W(t) 
=[d W(t)•H(t)+dH(t)·W(t)-d.P(t)• C(t)-dC(t)•P(t) J/d W(t) 
=H(t)-W(t) [ dL(t) /d W(t) J-P(t) [dC(t) /d W(t) J 
(":H=T-L, d.P(t)=O) 
を得る。つぎに式(41a)および式(41b)を全微分すれば
ucc(t)dC(t) +ucL(t)dL(t)-P(t)dv(t)-v(t)d.P(t) =O 
uLc(t)dC(t)+uLL(t)dL(t)-W(t)dv(t)-v(t)d W(t) =O 
であるから， dv(t)=d.P(t) =O, d W(t) e.oの場合を考え， dW(t)にて割り． 行列表
示すれば
[Ucc(t) UcL(t)〕[dC(t)/d W(t)〕＝〔°
ULc(t) ULL(t) dL(t)/d W(t) V (t)〕
となる。係数行列の逆行列を両辺に乗ずれば
〔dC(t)/d W(t)〕1〔印(t) -UcL(t)〕〔゜]1 〔―v(t)ucL(t)
dL(t)/dW(t) =網丑c(t) Ucc(t) v (t) =網 v(t)ucc(t)〕
を得る。ただし d(t)は係数行列式をさす。ところで式(41a)および式(41b)より
v(t) =uc(t) I P(t)および v(t)=丸 (t)/W(t)が得られるから， これを前式に代入す
れば
dC(t) /d W(t) = { [ -uc(t)ucL(t) ]/ P(t)) /d(t) 
: . [ -uc(t)ucL(t) ]/d(t) =P(t) [dC(t) /d W(t)] 
dL(t)/d W(t) = {[uL(t)ucc(t) ]/W(t)) /d(t) 
: . [uL(t)ucc(t) ]/d(t) = W(t)[dL(t)/d W(t)] 
を得る。しかるに
YLv=[uc(t)互c(t)-uL(t)ucc(t)]/d(t) 
=-[uL(t)ucc(t) J/d(t)-[ -uc(t)ucL(t) ]/d(t) 
=-W(t)[dL(t)/dW(t)]-P(t)[dC(t)/dW(t)] 
であるから，これを冒頭の da(t)/d W(t)式の展開の最終部分に代入すれば
da(t) /d W(t) =H(t) + YL v 
を得る。
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いし稀少性は減少し）， そのため資産はより惜しみなく費消され始めよう。逆にかの女の
Vが，かの女よりも賃金の低い個人の Vの値に比してその値を相対的に低下させなけれ
ば．かの女は超過資産 ("excessassets")を蓄え，式(41c)の予算制約条件は成立しなく
なろう。 W(t)と Vなしい v(t)とのかかる対応関係こそ最適化の条件なのだが．その理
由を知るには，式(43a)および式(43b)において，他の条件を一定とした場合の v(t)変化
の a(t)に及ぼす効果を考えればよい。その果効を示す式は
d.a(t) /dv(t) = -W(t) [d.L(t) /dv(t) J-P(t) [dC(t) /dv(t) J 
= { -W(t)2ucc(t)-P(t)知 (t)
+2W(t)P(t)ucL(t)} /d(t) (45) 
と書けよう II)。効用関数 Uの凹性(ucc(t)<o,uLL(t)<o, d(t)>o)により， da(t)/dv(t)
は正である。 0ないし v(t)の減少は a(t)を減少活しめ，そのことは, W(t)増加によ
る a(t)増加効果（式(44)による）がそのかぎり減殺されることを示す。要するに W(t)
の上昇は 0の低下を伴なうのであって
dv/dW(t)<o (46a) 
と書ける。それはすべての時期 (t'=O,1, ……, t, ……D)について成立し
11) Handbook, pp. 153. なお式(45)の導出は以下のとおり。
a(t) = W(t)H(t)-P(t) C(t)を全微分して
da(t) =H(t)d W(t) + W(t)dH(t)-C(t)dP(t)-P(t)dC(t) 
を得る。 dW(t)=dP(t)=O(他の条件一定）として dv(t)で割ると
認＝一W(t)盟紐P(t)器炉・:H=T-L)…………………①
を得る。次に式(4紐）および式(43b)より， dW(t) =dP(t) =Oの条件下では
dC(t) =dv(t) { uLL(t)P(t)-ucL(t) W(t) d(t) } 
• dC(t) 
•• 亨＝uLL(t)P(t)-ucL(t) W(t) d(t) .............. ③ 
同様にして
払 (t)
亨＝
ucc(t) W(t)-ucL(t)P(t) 
d(t) 
.............. ⑧ 
を得る。③と⑧を①に代入すれば
da(t) 郷 =-W(t){Ucc(t) W(t)-UcL(t)P(t) ULL(t)P(t)-UcL(t) W(t) d(t) }-P(t) { d(t) } 
＝曲{-W(t)2ucc(t)-P(t)知 (t)+2W(t)P(t)ucL(t)}
となる。
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dv(t')/d W(t) =[dv(t')/dv][dv/d W(t) J 
=[(l+r)/(l+s)J一t'[dv/dW(t)J<o (46b) 
と書けよう 12)。
なお式(43b)と式(46b)は,W(t)の上昇はあらゆる時期 t'にかんして v(t')の値を低
下させ，余暇L(t')(ただし静学的意味で正常財）を増加させることを意味しているので
あって, W(t)変化の L(t')に及ぼす効果は
dL(t')/d W(t) = [dL(t')/dv(t') J[dv(t')/d W(t)] 
= {[ W(t')ucc(t')-P(t')ucL(t') ]/d(t')} 
X[dv(t')/dW(t)] (47) 
と示され．もちろん dL(t')/dW(t)>oである13)。
以上を要するに， 0一定下の W(t)増加は L(t)減少と H(t)増加をもたらすが．こ
れは, W(t)増加の 0不変（かconstant)効果ないしフリッシュ効果といってよく，式
(43b)の第2の等号以下の式の第1項によって示される。だが W(t)増加はりの値の低下
を伴ない，すべての余暇時間と消費財が正常財であれば, L(t)増加と H(t)減少をもた
らすが．これは， W(t)増加の 0変化（かvariable)効果といってよく，式(47)によって
示される（ただし t'=t)。すなわち賃金変動は．その時期だけでなく他の時期にも影響を
及ぼす。
かくしてジェーコブ・ミンサー以後の多くの研究者は，賃金の「恒常的」("permanent")
変化と「一時的」 ("transitory")変化の両者について，その労働供給効果を論じてきてい
る。その際かれらは， 2つの重要な問題を提起しており， 1つは「恒常的」ないし「一時
的」という概念の定義の問題であり，他は将来の賃金率データの入手可能性ないし恒常的
賃金の計測可能性の問題である。前者にかんしては，統一的解釈が存在するという。すな
わち恒常的賃金 Wpとは， ある個人の t=O期から t=D期（死亡）に至る賃金率の1
つの流れ (thestream)の現在価値であって
D 
Wp= :E (l+r)一'W(t) (48a) 
t=O 
12) Handbook, p. 154. 式(46b)の導出！こついては，式(40)より
dv(t') = [ (1+r)/(1 +s) J-t'dv, したがって dv(t')/dv=[(1 +r)/(1 +s) J-t'が得ら
れることを利用すればよい。
13)式(47)の導出には，式(43b)より
dL(t') /dv(t') = [ W(t')ucc(t')-P(t')ucL(t') ]/d(t') 
の得られることを利用すればよい。
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と示すことができ，任意の t期の一時的賃金 w(t)とは， t期の実際の賃金 W(t)と恒
常的賃金 Wpとの差であって
w(t) = W(t)-Wp (48b) 
と示すことができるという。後者（データ入手可能性ないし計測可能性）にかんしては．
指標や計測手法が adhocなため，計測結果は利用データの性質に左右されるという問題
が残るという 14)。
なお論ずべきことがある。それは，賃金変動（恒常的であれ一時的であれ）の労働供給
に及ぼす影響の如何にかかわる。ひとつの見解は．任意の t期の労働時間ないし労働力
化は恒常的賃金 (permanentwage)にのみ依存するというもので,"PO" (permanent 
only)仮説とでもいえよう。 もちろんフリードマン消費理論の恒常所得仮説を連想させ
る。 PO仮説では，式(32)右辺に一時的賃金 w(t)を含ましめる要はな<.また w(t)を
含ましめても，その係数はゼロと異なるまい。いまひとつの見解は,"PT" (permanent 
and transitory)仮説とでもいうべきもので，それによれば，恒常的賃金の変化は．生涯
稼得力と時間の機会費用を変化させ，代替効果と所得効果を同時に惹きおこすが，一時的
賃金（任意の時期における）の変化は，長期稼得力の変化（したがって所得効果）を伴な
わなくともその時期の時間の機会費用に影響し，代替効果を惹きおこすという。この場合
式(32)は Wpのみならず w(t)をも含むべきであり, w(t)の係数は正値であって Wp
のそれよりも値が大きいであろう。というのも w(t)の係数は正の代替効果のみを示すの
に• Wpの係数は．正の代替効果と負の所得効果との和を示すからである15)。
そこで PO仮説および PT仮説をそれぞれ検討してみよう。いま2人の女子AとBが
いるとして，式(48a)の恒常的賃金は2人の間で同一だが， 2つの時期 (t*および t')の賃
金率が2人の間で異なるため．その時期の一時的賃金 (w(t*)および w(t'))も2人の間
で異なるものとしよう。 t*期および t'期のAのBにたいする賃金差を dW(t*)および
dW(t')とすると. 2人の恒常的賃金は等しい故，式(48)を利用すれば
(l+r)-1*d W(t*)+(l+r)-t-d W(t')=O (49a) 
となろう。 t*期のAの賃金がBのそれを上回る（すなわち dW(t*)>O)とすれば
dW(t')=一(1+r)-(t*-t')d W(t*)<o (49b) 
となる。もし t*期および t'期のBの賃金が恒常的賃金に等しければ， Aの一時的賃金
は t*期で正， t'期では負となろう。ただし以上は， t*期および t'期以外のすべての時
14) Handbook, pp. 154~155. 
15) Handbook, p. 155. 
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期の賃金と初期資産が， 2人について同ーであることを条件とする。
841 
さて個人Aにとって， t*期および t'期の一時的賃金の資産蓄積現在価値におよぼす V
不変効果は，式(44),(49)により
dz= (1 +r)-t* [da(t*) /d W(t*) Jd W(t*) 
+(l+r)-t'[da(t')/dW(t')]dW(t') 
= (1 +r)-1* d W(t*) {H(t*)+ YLV(t*)-H(t')-YLv(t')) (50) 
と書ける。その含意は，りが一定なら，たとえ一時的にせよAの賃金の流れがBのそれと
異なれば， Aの資産蓄積もBのそれと異なるというにある。いいかえれば，たとえAとB
の恒常的賃金と初期資産が同ーであろうと， AとBの 0 も同一であれば，賃金の流れの
相違は， Aにとって式(41c)を満足させることができなくなろう。一般にはりの値はAと
Bの間で異なるが， Aの 0がBの 0 より高いか低いかは，式(50)右辺が負であるか正で
あるかによる。もし余暇が静学的にみて正常財であれば，式(43b)により， 0 の相違は，
t*期および t'期を含むすべての時期について， Aの余暇へのv変化効果（正または負）
をBとの対比において伴なうであろう。同様に式(43b)により， t*期（または t'期）の
Aの正（または負）の一時的賃金は， 同時期の Aの余暇時間にたいし負（または正）の
0不変効果を及ぼすであろう 16)。
16) Handbook, pp. 155~56. なお式(50)の導出は以下のとおり。
t*期の富（資産）の純増分は
a(t*) = W(t*)H(t*)-P(t*) C(t*) 
であるから，その現在価値を z(t*)とすれば
z(t*) = (1 +r) ーt•a(t*)= (1 +r)-1* [ W(t*)H(t*)-P(t*)C(t*)] 
である。その全微分をとれば
dz(t*) = (1 +r)-t*da(t*) 
= (1 +r)-t*[H(t*)d W(t*) + W(t*)d.H(t*)-C(t*)d.P(t*)-P(t*)dC(t*)] 
を得る。全体を dW(t*)にて割り，第1の等号の両辺のみを記せば
dz(t*) /d W(t*) = (1 +r) ー 1• da(t*) /d W(t*) 
:. dz(t*) = (l+r)一1*[da(t*)/dW(t*)]d W(t*) 
同様にして dz(t') = (1 +r)-t'[da(t')/d W(t')]d W(t') 
を得る。いま dz=dz(t*)+dz(t')を考えると
dz= (1 +r)-t*[da(t*)/d W(t*)]d W(t*) 
+(1 +r)-t'[da(t')/d W(t')]d W(t') 
となる。しかるに式(49a)より (1+r)-t'd W(t') = -(1 +r)-t*d W(t*) であるから
dz= (1 +r)-t*d W(t*)[da(t*)/d W(t*)-da(t')/d W(t')J 
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かくして一般に一時的賃金の相違すらも， PO仮説に反して余暇と労働供給の相違をも
たらす。 Aの t*期の正の一時的賃金 (dW(t*)>O) l:, 同時期のAの労働供給にたいし
正または負の V変化効果をもたらす。全体として任意の t*期の労働供給と一時的賃金
とは，他の条件（恒常的賃金や初期資産水準など）が同一であってもかならずしも正の相
関を示さないのであって，それは PT仮説にも反する17)。
さて以上は生涯労働供給の内部解の存在を想定したものだが，境界上の解を想定した場
合も同様であろう。要するにそれは，いかなる時期であれ労働時間がゼロであれば，賃金
変化の労働供給にたいする V不変効果も v変化効果も存しないというにある。
たとえば2人の女子AとBについて，①Bはが期には働くが， t*期には働かない，R
AとBの恒常的賃金は同じである，③Aは t'.期（または t*期）に負（または正）の一時
的賃金を有する，としよう。まずBについて，前記①より L(t')<T,L(t*) = Tであり，
さらに式(41a)と式(41b)により
uL[C(t'), L(t')]/uc[C(t'), L(t')]= W(t')/P(t'), (51a) 
肛[C(t*),勾/uc[C(t*),勾2W(t*)/P(t*) (51b) 
が得られる18)。
Aについてはどうか。もし t*期の正の一時的賃金の偏差 (dW(t*)>O)が充分に大き
く，市場賃金が留保賃金〔式(51b)左辺〕を上回れば，すなわち式(51b)の不等号が逆と
なれば， AとBの恒常的賃金が同じだというのに， t*期にAは働くがBは働かず， PO仮
説に矛盾する。
逆に前記の一時的賃金の偏差が，式(51b)の不等号を逆転させるほど大きくなければ，
t*期はAもBも働かないであろう。しかも t'期のAの一時的賃金の偏差は負 (dW(t')
<o)であるから， Aの労働時間はBのそれより短かいであろう。すなわち Aの非労働力
と書ける。式(44a)により
da(t*) /d W(t*) =H(t*)+ Y LV (t*) 
da(t')/d W(t') =H(t') + YLv(t') 
であるから．これを代入すれば
dz= (1 +r)-t*d W(t*) {H(t*)+ YLV(t*)-H(t')-YLv(t')} 
を得る。
17) Handbook, p. 57. 
18)まず式(51a)については， Bの場合， H>oであるが期については，式(41b)は等号
のみが成立することを考え，式(41b)を式(41a)にて除せばばよい。式(51b)について
は， t*期は H=Oであり，式(41b)の不等号の成立することに着目すればよい。
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化傾向は， Bのそれより大きくなろう。だがそうなる必然性はなく， PT仮説に反しよう。
その理由は，正の一時的賃金 (dW(t*)>O)にもかかわらずAの余暇 L(t*)がTに等
しければ， dW(t*)は， v(t*)もしくは v(t')になんら影響を及ぼしていないからであ
る。だが式(43a)および ucL=Oなる仮定によれば， Aの C(t')変化は， v(t')変化にの
み依存しよう。また 0 を不変とすれば， Aの負の一時的賃金 (dW(t')<O)は，式(43b)
によりAの余暇を増加せしめる (d.L(t')>0)19)。余暇増加は資産蓄積 a(t')を減少させる
が，そのことは 0 を変化させ，逆に余暇減少と結びつく。この場合， t*期のAの一時的
賃金 dW(t*)の効果は無視してよいのだから，式(50)をそのように変形すれば
dz= (1 +r)-1'd W(t') {H(t') + YL v(t')) (52) 
となろう。余暇が静学的に正常財であれば， YLv(t')>oであり， また dW(t')<oであ
るかぎり， dz<o(一時的賃金の資産蓄積にたいする 0不変効果は負）である。したがっ
てAは，死亡時または死亡前の資産減価を避けるために，初期資産の限界効用である資産
の「影の（潜在的）価値」 v,したがってり(t')がi6大であるごとく行動しよう。いわ
ば v(t')増加は，余暇 L(t')に負の 0変化効果を及ぼし， dW(t')<oの結果としての
L(t')にたいする正のり不変効果を相殺するかもしれない。要するにAの賃金変化の余
暇に及ぼす純効果は，とくに一時的賃金が負の場合には計測することが不可能である20)。
同様に負の一時的賃金は， 労働力化の可能性を低めもすれば高めもする。たとえば v
(t')増加は， L(t')にたいすると同様に C(t')にたいしても負の 0変化効果を及ぼし，
それによって消費の限界効用 Ucを高め．その結果として留保賃金， すなわち全時間 T
を余暇として選択する場合の限界代替率 uL[C(t'),T]/uc[C(t'), T]を低下させる。そ
の低下の度合を示す式は
{-ucc[C(t'), TJ(uL[C(t'), TJ/uc[C(t'), TJ)+肛c[C(t'),T]} 
x {1/uc[C(t'), T]} {dC(t')/dv(t')} (53) 
である21)。上式の第1の｛ ｝は，余暇が正常財であるかぎり正であり，第2の｛ ｝は常に
19)この点については， Pの変化を無視し， Vが不変でかつ ucc<Oであることに着目す
ればよい。
20) Handbook, pp. 157~158. 
21)留保賃金，すなわち全時間が余暇の場合の限界代替率が低下する度合は， v(t')変化
の消費に及ぼす効果と，その結果としての消費変化の限界代替率に及ぼす効果との積
であるから
誠{:~t編：月}x器狩
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正であり．また第3の｛ ｝は負である。故に留保賃金は，市場賃金（したがって一時的賃
金）の下落につれて低下する。とすれば W(t')の低下が，非労働力化の可能性を高める
と考えるべき理由はとくにない。
キリングスワースとヘックマンが以上から得た結論は，こうである。まず式(48a)およ
び(48b)の恒常的賃金と一時的賃金との区別は，理論的にとくに有用とはいえない。第2
に，式(42a)および(42b)のフリッシュ需要関数（富の限界効用は一定）の方が，アプロ
ーチとしてより有用である。その際資産（富）の限界効用 Vは一稲の恒常的賃金であり，
また V を一定とした場合の W(t)の変動は，一種の一時的賃金であるとみることができ
ると2)。
かくしてフリッシュの枠組が，女子労働供給の理解にとってとくに有用視される。その
含意は，伝統的静学モデルでは，留保賃金は実質市場賃金率 (W/P)から独立していると
されているが，動学モデルでは，留保賃金はすべての賃金率の関数とされることにある。
動学的ケースの留保賃金は，式(41a)を利用すれば
丸 [C(t),TJ/uc[C(t), T]=uL[C(t), TJ/v(t)P(t) (54) 
と書けるが， v(t)は，式(46a)および(46b)に示されるように賃金率の変化に反応する。
要するに静学モデルでは，市場賃金の上昇は，留保賃金（または潜在的賃金）に影響を及
ぼすことはなく，時間の家計内消費と対比される市場機会に影響を及ぽして労働力化確率
を必然的に上昇せしめるのにたいし，動学モデルでは，かかる必然性はみられない。もし
異時点間の賃金に正の系列相関があれば，高い賃金は高い賃金プロファイルを意味し，
それは同時に低い V(したがって低い労働力化確率）を意味する。一部の研究によれば，
賃金の低い女子ほど労働力化傾向は大であり，たとえば生涯労働供給量が最大とされる集
団（既婚黒人女子）にその例をみてとれるが，かかる集団にこそ高い賃金プロファイルの
もたらす所得効果を期待できるという 23¥
いまや賃金が外生的な場合の動学的労働供給モデルを結論づけるべき時だが，なおミン
と書けよう。ところで
占 tL[C(t'),勾肛c[C(t'),亨 c[C(t'),T]一肛[C(t'),TJucc[C(t'), 冗
uc[C(t'), 吋＝似c[C(t'),TJ)2 
={-ucc[C(t'), T]~ ば［乞名：~'. ~5+uLc[C(t'), TJ} uc[C(}'), T] 
であるから，上式に {dC(t')/dv(t')}を乗ずれば，式(53)は簡単に得られる。
22) Handbook, p. 158. 
23) Handbook, pp. 158~159. 
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サーの業績を一考しておくべきであろう。恒常的・一時的区分についていえば，ミンサー
の関心は，実は世帯員所得についてのその区分にあり，いいかえれば個人が非労働所得源
泉（資産）から外生所得をどのように受けとるかにあった。外生所得を Z(t)で表わせ
ば，式(38)ないし式(41c)の予算制約は
D 
A(O)+エ(1+が [Z(t)+W(t)H(t)-P(t)C(t)]=O (55) 
t=o 
と書き改められよう。 Z(t)の完全予測を可能とみ，その現在価値を初期資産 A(O)にた
いして A(O)'とすれば，式(55)は
D 
A(O)'+ :E (1 +r)一1[W(t)H(t)-P(t) C(t) J =O, (56) 
t=O 
D 
A(O)'=A(O)+ :E (Hr戸Z(t) (57) 
t=O 
と書けよう。ミンサー流に外生所得の恒常的成分 Zpを考え，その例として年金 Z(t)の
現在価値をとれば
D D 
:E (l+r)一吃p=:E (l+r)一'Z(t),
t=O t=O 
なる関係を想定できよう。かくして恒常的外生所得と一時的外生所得 z(t)とは
D D Zp=t~。 (l+r)一'Z(t) /,~。 (l+r)一t (5細）
z(t)=Z(t)-Zp (58b) 
と書けよう。かくして予算制約式(41c)と式(55)は
D 
A(O)+ :E (l+r)一'[Zp+W(t)H(t)-P(t)C(t)]=O (59) 
t=O 
と書けよう。いまや予算制約が外生所得 Z(t)や恒常的外生所得 Zpのタームで書かれて
おり，．しかも式(55),(58), (59)は，個人の労働供給行動が恒常的外生所得（一時的外生
所得ではない）に依拠していることを示す。このミンサーの接近法では，既述の賃金の恒
常的・一時的区分に伴なう難点はみあたらない24)。
キリングスワースとヘックマンが，ミンサーの恒常的・一時的区分が外生所得に限定さ
れることを強調した点は，注目すべきであろう。短期の総家族消費すら長期の世帯所得水
準に依存するし，また短期の消費が弾力性を欠くことからすれば，消費と所得との調整は，
貯蓄・資産の喰い潰しや負債によるよりは，妻の一時的労働力化による方が普通であろ
う。とすれば外生所得の恒常成分だけでなく一時的成分も，女子労働供給に影響を及ぼそ
う。だがこうしたミンサーの視点は，ほとんど発展させられることがなかった。いまもな
お跡を断たないのは，賃金の恒常的・一時的区分とその計測をめぐる研究であるという 25)。
24) Handbook, pp. 159~160. 
25) Handbook, p. 161. 
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§3. 動学的労働供給モデル：賃金が内生的である場合
以上は賃金が外生的な場合だが，実際には賃金が労働供給を決定するだけでなく，その
逆も真（すなわち賃金は内生的）であるから，労働供給と賃金の同時決定 (jointdeter-
mination)モデルを検討する要があろう。だがかかる理論モデルは一般には抽象的にす
ぎ，女子労働供給の生涯的内部解の存在や女子労働力化の非連続性について，現実には直
接的洞察を示さない。そこでキリングスワースとヘックマンは，伝統的なライフ・サイク
ル・モデルに時間とともに変化する趣好変数(atime-varying taste shifter)を導入する。
いま趣好変数を m(t)とする。 m(t)の大きい（または成長する）ことは，余暇趣好の
大きい（または成長する）ことを意味する。 m(t)導入の意義は，①女子の余暇欲望は出
産・育児等のため初期には増大するが，その後減少するとの考え方を明示的にモデルに組
みこめること，③女子の余暇選好は個人により異なることを示しうること，の2点にあろ
ぅ26)。
さて個人としての女子の具体的なライフ・サイクル・モデルの考察に入ろう。かの女
の t期の労働時間を H(t),その稼得力 ("earningpower")ないし人的資本 ("human
capital")ストックを K(t)とすれば，その時期の稼得収入 E(t)は
E(t)=E[H(t), K(t)] (60) 
である。その際 K(t)の変化率 k(t)は
k(t)=i[/(t), G(t), K(t)J-qK(t)・(61) 
と表わされる。ただし l(t)とG(t)は，かの女の t期の稼得力増加（人的資本蓄積）の
ために投ぜられた時間と財である。 iは粗投資 ("grossinvestment")関数だが，それに
K(t)の含まれていることが注目されよう。 qは， Kの減耗率．減価率もしくは陳腐化率
を示す。いま離散的時間 (discrete-time)アプローチに代えて連続的時間 (continuous-
time)アプローチをとると，動学的生涯効用関数は吋：e叫 [C(t),m(t)L(t), K(t)]dt (62) 
と書けよう。ただしSは，将来効用値の現在値を評価するための個人の主観的割引率であ
る。また瞬間的効用関数 u[.Jに人的資本 K(t)の含まれることは， 人的資本が間接的
にも（稼得力増加をつうじ），直接的にも（余暇の効率的利用をつうじ）個人の厚生に寄
与することを示す。なお遺産は無視する27)。
26) Handbook, pp. 161~162. 
27) Handbook, pp. 162~163. 
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式(62)の極大化の際の制約条件は2つで，その第1は，各瞬間の総利用可能時間は一定
値 Tであり．それが投資 l(t),余暇L(t),労働 H(t)に分けられるというものであって
T=l(t)+L(t)+H(t) (63) 
と書ける。 H(t)は実際の労働時間であり，それ以外に労働に関して費される時間には．
O.J.T. のごとき人的投資時間 /(t)が含まれる。したがって通常の「労働供給」 ("labor
supply")とは，労働に関わるすべての時間 l(t)+H(t)をさす。同様に賃金率も，賃金
収入を労働に関して費された時間数で除したものであって， いわば「観察上の賃金率」
("observed wage rate")といってよく
W(t) = E(t) /[/(t) + H(t)] (64) 
と書けよう。
制約条件の第2は動学的予算制約であって， いわば生涯的にみた収支均等 ("break
even")をさす。単純化のために完全な資本市場の利字率rを想定すれば，動学的予算制
約は
D 
A(D)=A(O)+~e-''[E(t)-P(t)C(t)]dt2-0 (65) 
と表わされる。その意味は，生涯終了時における富の純価値 A(D)は，初期の富 A(O)
に，各瞬間 t における A(O) ストックヘの追加の割引値 e-'ヽ[E(t)-P(t)~(t)Jの総和
を加えたものだが，それは非負だというにある28)。
さて分析をさらに進めよう。式(61)について財 G(t)を無視し，かつハロッドの中立的
技術進歩にならった「中立性」 ("neutrality")仮説を導入してみる。この仮説によれば，
人的資本蓄積（技術進歩に相当する）の故に個人の各時間投入（余暇，労働，人的投資へ
の）の相対比が変わることはない。とすると式(60)~(62)は
E(t) =kH(t)K(t), (66) 
K(t)=i[l(t)K(t)]-qK(t), (67) 
吋 De→1u[C(t), m(t)L(t)K(t)]dt (68) 
と書けよう。式(66)の Kは人的資本のレンタル料率と考えてよく，一定とする。式(68)
については，瞬間的効用関数は u[C,mLK]であり， 2つの独立変数 (CとmLK)に
かんして凹かつ増加関数である。式(66)~(68)の3種の変数 H(t)K(t),l(t)K(t), L(t) 
K(t)は，それぞれ有効労働時間，有効投資時間，有効余暇と呼ばれてよい。いずれも人
28) Handbook, pp. 163~164. 
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的資本 Kによって増大（有効化）したものといえよう 29)。
そこで式(68)の生涯効用の極大化をみよう。金融資産 A および人的資本 K の t時の
「影の（潜在的）価値」 (shadowvalues)を v(t)および w(t)とすれば，極大化の 1階
の条件は
e_,1 (uc(t)-v(t)P(t)} =O, (69) 
e_,, (v(t)kK(t)-uL(t)K(t)m(t) }:c:;:o, with<→ H(t) = o, (70) 
e-st (w(t)i'(t)K(t)-uL(t)K(t)m(t) }:c:;:o, with<→ l(t) = 0・(71) 
と書かれる30)。ただしは Ucは Cにかんする，また ULは mLKにかんする u[・］の
29) Handbook, p. 164. 
30) Handbook, p. 165. 式 (69)~(71)の蒋出は，最適制御理論 (theoptimal control 
theory)によっている。この理綸によれば， 動学的最適化にさいして時間 tを外生
変数のように考え，時間的変化に伴なう操作変数 (instrument,control variable) 
―この場合 C(t),H(t), l(t) - q刈hきをそれぞれの独立変数とみ， 動学的最
適化を大なる静学問題とみる。その際ラグランジュ乗数に対応するのが，状態変数
(state variable)-—この場合 K と A-にかかわる共役変数 (costate variable) 
であって，この共役変数を利用すれば，動学問題の時間にかんする可分性により最適
条件の簡素化が可能となる。いわゆるハミルトニアン (Hamiltonian)の概念がそれ
に当る。
そこでまず t時点の Kの変化 (K)とA の変化 (A)の現在割引値を求めると，
式(65),(66), (67)により
と呟(t)=臼 {i[l(t)K(t)J-qK(t)) 
e-•1A(t)=ず•1[E(t)-P(t)C(t)] =e-''[kH(t)K(t)-P(t) C(t)] 
が得られる。いまや式(66)~(68)は，前記を制約条件として式(68)の Uの最大値を
求めるものと考えられる。いまその最大化目標をHにて表わせば
H=e-•tu[C(t), m(t)L(t)K(t) ]+c1 (t)e-'1 {i[I(t)K(t) J-qK(t)) 
+c2(t)す ''[kH(t)K(t)J-P(t) C(t) J 
と書けよう。ただし C1(t)および今(t) は状態変数のそれぞれの共役変数である。
そこでHを C(t),H(t), l(t)にてそれぞれ偏微分してみると
164 
晶 =e-stuc(t)-e-'1c2(t)P(t)=戸{uc(t)-eC•ー嗚(t)P(t))=O 
8H 
8H(t) 
e<• —喝(t)=v(t)と置けば すst{uc(t)-v(t)P(t)) =O 
＝戸加(t)[-m(t)K(t)]+e-'1今(t)kK(t)
＝戸t{eC• —•>1c2(t)kK(t) 一肛(t)m(t)K(t))= O 
r'や(t)kK(t)一紅(t)K(t)m(t))=O 
8H 
（ただし百万<oならば， H=O)
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偏導関数である。
式(69)~(71)の｛ ｝内の第1項は，諸活動（消費，労働．人的投資）の限界便益を示
し．その第2項は諸活動の限界費用を示す。まず式(69)の場合，消費の限界便益とはその
限界効用であり，また消費の限界費用とは，消費財価格に資産（富）追加の潜在的価値を
乗じたものである。式(70)の場合には，労働の限界便益とは追加稼得収入の限界効用であ
り，労働の限界費用とは放棄される余暇の限界効用である。最後の式(71)の場合には，投
資時間の限界便益とは，投資による人的資本ストック増加の効用価値（人的投資の限界生
産物に潜在的価値を乗じたもの）であり．その限界費用とは，労働の場合とおなじく放棄
される余暇の限界効用である。なお労働と人的投資の場合には，限界費用が限界便益を上
回るかもしれず，境界上の解の生じる余地がある31)。
限界便益＝限界費用のルール以外にも，最適化のためになお満たされるべき条件が存す
る。第1に，式(62)により遺産の効用価値はなく，したがって死亡時の遺産はゼロであって
D 
A(D)=A(O)+~e-'1[E(t)-P(t)C(t)]dt=O (72) 
と書けよう。第2に，初期資産の潜在的価値は．その t時点における潜在的価値の割引
値に等しい。ただし割引率は，個人の主観的時間選好率 S と市場利子率rとの差であり
v(O) =e-<•-n'v(t) (7紐）
と書ける。式(73a)から
v(t) = (s-r)v(t) (73b) 
はすぐ導出されるし32),また s=rであれば， v(O)が変化しないかぎり， v(t)は変化の
しようのないことがわかる。
第3に，個人は，任意の時点tの人的資本の潜在的価値をその時点の人的資本追加のも
aH 
8/(t) ＝戸t丸 (t)[ -m(t)K(t) J +e-rtc1 (t)が(t)K(t)
=irst {e<• ー が Ci(t)i'(t)K(t)-UL (t)m(t)K(t)} = 0 
e<•-ritc1 (t) =w(t)と置けば irst {w(t)が(t)K(t)-uL(t)K(t)m(t)]=O
8H （ただし一—<o ならば， H=O)8/ 
が得られる。なお C1(t)は人的資本の潜在的価値， C2(t)は金融資産の潜在的価値を
示す。
31) Handbook, p. 165. 
32) Handbook, pp. 165~166. なお式(73a)は，まさに第2の条件そのものを示す。また
式(73b)は，式(73a)をtにて微分すれば， ー (s-r)す<•—r>tv(t) +ir<• —ritv(t)=O と
なり，整理すれば簡単に得られる。
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たらす将来便益（効用単位による）の割引値の流れに等しくする。すなわち
D 
w(t) ==~e-<• 十rnz--t>[m(z)uL(z)L(z)+v(z)組 (z)+w(z)が(z)/(z)Jdz
D 
=~t e-<• 十gJ(z-t>m(z)丸 (z)Tdz . (7姐）
と書けよう 33)。 この式は．人的資本追加単位のもたらす便益は，①有効余暇 (effective
leisure), ③市場稼得収入 (marketearnings), ⑧有効投資時間 (effectiveinvestment 
time)の3源泉から派生するとの認識を示す。割引率が時間選好率と人的資本減耗率の和
になっているのは，人的資本のもたらす効用単位の便益を対象とするかぎり当然であろ
う。なお式(74a)は
幻(t)= (s+q)w(t)-m(t)uL(t) T 
ともなる34)。
33)なお式(7位）の前段から後段へ9の移行は，次のとおり。
(74b) 
極致条件をしめす式(70)と式(71)は， H(t)>o,I(t)>oの前提のもとではいずれも
等式であるから
v(t)kK(t)=虹(t)K(t)m(t)
w(t)i'(t)K(t) =uL(t)K(t)m(t) 
v(t)k=uL(t)m(t)………① 
w(t)が(t)=丸 (t)m(t)・…・・R 
を得る。①と②を式(7位）の前段に代入すれば
D 
w(t)=~ e-<• 十の（←1>[m(z)uL(z)L(z) +m(z)丸 (z)H(z)+m(z池 (z)/(z)Jdz
ヽ
D ~ = e-(•HJC• 1> {m(z)uL(z) [L(z) + H(z) + l(z) ]}dz t 
が得られる。式(63)を利用すれば
D 
w(t)=~ す<•十q)(←1>m(z)丸 (z)Tdz
t 
を得る。
34) R⑰ dbook, p. 166. 式(74b)は式(7俎）を微分したものであるから，その導出には，
積分の微分にかんする公式を利用すればよい。積分形
b(t) 
F(t) =~f(t, v)曲
a(t) 
のtについての微分の公式は
喫 =((t)
dt a(t) 
虹 v+b'(t)f(t,b(t))-a'(t)f(t, a(t)) 
dt 
であるから，式(74a)の後段をそれに当てはめてみると ＇ 
f(t, v) =rr<• 十のcz-t>m(z)uL(z)T
((t)生＝げ〔す<•が cz-t>m(z)uL(z)Tdz 
a(t) t 
〕
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さて以上にて，キリングスワースとヘックマンによる公式モデル (theformal model) 
の構築は終ったことになる。その含意は，均衡動学と比較動学との区別，すなわち「発展
的」 ("evolutionary")変化への対応と「パラメーターの」 ("parametric")変化への対応
との区別が有用なことを示すにある；というのも動学モデルの均衡とは異時点間均衡であ
り，個人は，所与の外生条件のもとで当該諸変数にかんする時間経路 (timepaths)のあ
る集合を選択するが，これにたいして「発展的」変化とは，かかる時間経路の形状にかん
するものだからである。なお外生条件の変化は，かかる個人の均衡動学にもちろん影響を
及ぼす。
まず均衡動学についてみると，すべての t(<D)にかんして H(労働時間）と I(人的
投資時間）の内部解を想定すれば，式(70)と式(71)は等式となり， v(t)k=uL(t)m(t)で
あるから，式(7姐）および式(74b)は
D 
w(t)=~e-<• 十q)(Z—''v(z)kTdz,
t 
(75a) 
w(t) = (s+q)w(t)-v(t)kT (75b) 
と書き改められよう。人的資本の限界効用の金融資産の限界効用にたいする比率を考え．
それを x(t)とすると， x(t)=w(t) /v(t)であり，それは人的資本の潜在的貨幣価値と解
されよう。式(73)~式(75)を利用すれば
D 
x(t) =~e-<r+q)(z—tJkTdz=k冗1-e-(r+q)(D-tJJ/(r+q),
x(t) = (r+q)x(t)-kT=-kTe-cr+のCD—t)
を得る35)。
D ~ = (s+q)e-<• 十q)(Z—1lm(z)紅(z)Tdz= (s+q)w(t) t 
b'(t)f(t, b(t))=Oxe-<• 十q)(D—tJm(D)uL(D)T=O
a'(t)f(t, a(t))=lxe-<• 十q)(l-t)m(f)肛 (t)T=m(t)uL(t)T
を得る。したがって
dF(t) dw(t) . 
dt =す=w(t)= (s+q)w(t)-m(t)丸 (t)T
となる。
35) Handbook, p. 167. なお式(76a)および(76b)の蒋出は以下のとおり。
(76a) 
(76b) 
まず式(76a)については， x(t)=w(t)/v(t)にかんして， w(t)は式(75a)によって与え
D 
られ，また v(t)も同様に v(t)=~e-<•-ricz—1lv(z)dz によって与えられるから
t 
D 
x(t)=~{[e-<• 十qJ(z-tJv(z)kTJ/[e-<•-rJ(z—1lv(z)J)dz
t 
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いまや IとHの内部解を想定した均衡動学（個人のライフ・サイクル経路）をみる
に，式(70)と(71)および定義 x=w/v(時間 tの表示は省く）により，が'=kとなる36)。
これを時間 tにて微分すれば
(IK)=-Cx/x)(i'/i") (77) 
を得るm。[K,のライフ・サイクル経路は趣好変数m(t)より独立しており（式(77)),Kの
それも mより独立しており（式(67)), したがって l(=[l.K]/K)もmより独立してい
る。このことは，ある時点の mの情報が得られても，その時点の I,K, IKの情報は得
られないことを意昧する。さらに式(76a)および式(76b)をみれば，明らかにとは<oであ
D . 1 
=~ げ+flC•-1ikTdz=- -cr+eJC•-IJkT D 
t r+t 〕t
= -kT[e-<r+q)(D—tJ-eO]/(r+q) =kT[1-e-tr+rnD-tJJ/(r+q) 
を得る。
次に式(76b)については，その前段を得るには 註34)に示した積分の微分に関す
る公式を利用し
((t)約＝戸ー［す(rサ）（←1>kT]dz 
a(t) t dt 
D =(r+q)~e-四）（•—t>kTdz=(r+q)x(t) 
t 
b'(t)f(t, b(t)=OXe-(r+q)(D-tJkT=O 
a'(t)f(t, a(t))=lxe-cr+eict-t>kT=kT 
d.F(t) dぢ(t) . す＝す=x(t)=(r+q)以t)-kT
となる。式(76b)の後段については，前式の x(t)に式(76a)の後段を代入し
(r+a)kT[l-e-cr+qJCD-t>J/(r+q)-kT= -kTeー(r+f)(D-t)
を得てもよし，また式(76a)の後段を tにて直接微分し
盗{kT[l-e-四）cD-t>J/(r+q)} =kT[ -(r+q)げ +q)(D-1>]/(r+q)
=-kTe-<r+q)(D-t) 
を得てもよい。
36)式(70)および(71)の等式の場合のみを考えれば, vk=uLm, wi'=uLmであるから，
成=wi'となる。したがって k=i'w/vすなわちが'=kとなる。
37)式(77)の導出は次のとおり。が'=kをtにて微分すれば
を得る。
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る。またり/i"<oである（なぜならば i'>oかつが'<O)。故に式(77)より (IK)<oであ
り，有効投資IKもまたライフ・サイクルをつうじて低下する。潜在稼得力としてのK(t)
もまた，減価 (q>O)を前提するかぎり，ライフ・サイクル初期はともあれ究局には低下
するであろう。
さて Cおよび LKの均衡ヒ・ヘイビアーを考察しよう。式(69)および式(70)(内部解
を想定して等式）を時間 tにて微分すれば
C={り[muLLP-ucLk]m+m[M]mucLl/d, 
LK= {v[uccK-muLcPJ+m[mLKuLC丸c-Mucc])/d
(78a) 
(78b) 
を得る。ただし d=加[uccuLL-(ucL)2], また Uの凹性ににより d>O(負値定符号の
条件）， さらに M=d[muL]/dm=丸 +mLKLL,なお単純化のため Pは一定とされてい
る38)。
38)式(78a)および式(78b)の導出は以下のとおリ。式(69)および式(70)より（ただし時間
tの表示は省く） ， Uc—vP=O 
vk-uがn=O
を得る。いま u=u(C,mLK)であることを念頭におき，前式を tにて微分すれば
UccC+ucL(mK)L+ucL(LK) m -vP=O 
vk-ULcCm-uLL(mK)Lm-uLL(LK加m-uLm=O
となる。ただし U£=8u/8(mLK)である。整理すれば
UccC+mucLLK=vP-ucL(LK)m 
muLcC+m2uLLLK=vk-Mm 
となり，行列表示すれば
〔Ucc muci C・P -LKucL v 
muLc mこ［叫＝〔k -M 〕〔m〕
となる。左辺係数行列の逆行列を両辺に乗じれば〔C Ucc mucL I P -LKucL v 叫＝〔muLcm2uLLT 〔k -M 此〕
1 がuLL -mucL P -LKucL v ＝可〔-muLc Ucc ] 〔k -M 〕し憂[m知 P-mucLk] [MmucL -m2LKucL印 J v 
[ucck-muLcPJ [mLKuc辺Lc-Mucc]〕し
1 [muLLP-ucLk]m [M-mLKuLL]mucL v 
吋 [[ucck-muLcPJ [mLKuc西 c-MuccJ〕し
を得る。ただし dは左辺の係数行列式である。 M の定義から M-mLKuLL=uL
であるから
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式(78a)は，消費のライフ・サイクルを描く。最初の［ ］内の第1項は，消費が静学的
に正常財であれば負であり．したがって［ ］全体も負であり,mが変化しなければ (in=
o), cが正であるか負であるか（消費の増減）は．りが負であるか正であるかによる。ま
た式(73b)は， S がrより小さいか大きいかによって， Vが負または正となることを示す。
消費のライフ・サイクルの勾配は，先験的に負よりも正であろうから，り<o,すなわち
s<r (79) 
と仮定されよう。だが消費は趣好変数 m に依存する故， t>oが常に成立するわけでは
ない。ただし余暇と消費が正常財であれば,UcL>Oであり,mの上昇(m>O)は消費の
成長を高めよう 39)。
式 (78b)は，有効余暇のライフ・サイクルを描く。余暇が正常財（静学的意味の）であ
れば．式(78b)の｛ ｝内の第1項は正であり（なぜならばか<o,[ J<o), mが一定 cm
=O)であれば lK>oであり，有効余暇 (LK)は増大しよう。もし時間の経過とともに
mが上昇し．有効余暇の限界効用も増大すれば（威>O→ULL>O), M(=UL十mLKuLL)
は正であり．式(78b)の｛ ｝内の第2項の符号は，[ J>oの故に mの符号の如何に
よろう。 m上昇が LK成長の増加をもたらす例としては，育児期があげられよう。
余暇 Lそのものについてはどうか。人的資本 Kの動きは m とは独立しているので，
m の上昇による有効余暇 LKの成長は，結果的に余暇Lをも成長させることになろう。
そのことは• (L欠）=Lk+lKより以下の式
l=[(LK)-LKJ/K (80) 
を導出し,m上昇による (LI()上昇にもかかわらず， m とは独立の故に Kが同様の上
昇をしない場合を考えれば，すぐ分ろう 40)。
以上のことは，労働供給および賃金率にかんする若干の命題をも明らかにする。現在の
動学モデルで静学モデルの「労働供給」に当るのは，「市場時間」 ("markettime")もし
くは「労働に関して費やされる時間」 ("hoursspent at work")であって， T-L(t)=
l(t)+H(t)である（式(63))。人的資本投資 l(t)の動きは m とは独立しているので，
C= {v[muLLP-mucLk]m+m[u五mucL}ld
iK={り[ucck-muLcPJ+m[mLKucL虹c-MuccJ}/d
を得る。 よって(78b)は溝出されるが， (78a)は[M]がCudとなってしまう。間違い
であろうか。
39) Handbook, pp. 168~169. 
40) Handbook, pp. 169. 
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m成長cin:>o)による Lの成長増加は．実労働時間Hだけでなく労働に関して費やされ
る時間J(=H+l)についても，その成長を減ぜしめよう（正確には正の成長の抑制か負の
成長の促進）。またすでにふれた「観察上の」 (observed)賃金率ー一式(64)および(66)
によれば W(t)= E(t) I [H(t) + l(t) J =kK(t)H(t) I [H(t) + l(t) J一ーについてみると，
l(t)とK(t)は mから独立し， 逆にmの成長は H(t)の成長を阻み， したがって「観
察上の」賃金率の成長をも阻む。 m の成長する出産期や育児期においては，観察上の賃
金率の成長は，相対的に緩慢となるか，もしくは低下しさえするであろう 41)。
キリングスワースとヘックマンは， 以上のモデルについて次のようにいう。それは，
m(t)の具体的解釈（出産・育児期の女子は，余暇ないし非市場時間について他の時期よ
りも大なる選好を有する）を前提するかぎり，女子の労働と賃金のライフ・サイクル・パ
ターンにかんし「まった＜包括的かつ一見して非常に満足すべき予測の集合」を与えると。
実際のところ第2節でみた女子労働供給の年齢別パターンは，かかる予測（出産・育児期
の大なる余暇選好と低い労働供給と賃金率）を裏づける。だが同時にかかる予測は，人的
投資時間にかんする通常の理論に反する。というのもミンサーに代表される女子ライフ・
サイクル・ビヘイビアーの伝統的理論は，出産・育児期を労働供給のみならず人的投資の
減退期とみ，この時期の（他の時期に比しての）女子賃金水準の低さを，この投資水準の
低さと結びつけているからである。
対照的に以上のモデル（キリングスワースとヘックマンの「公式モデル」）では， 人的
投資 l(t)は m とは独立している。「観察上の」賃金率 (E/[H+/] =kKH/[H+ I])が
出産・育児期に低いと予測されるのは，実労働時間 Hが短かく， そのため収入 Eが低
いからである。労働に関連する時間当りの「投資内容」 ("investmentcontent"), すな
わち l/[H+刀は， [H+J]の低い出産・育児期においても， 1が mから独立している
かぎり相対的に高いことになろう 42)。
かかる「公式モデル」にたいして，ミンサー流の伝統的理論を「非公式理論」 (Informal
Theory)と呼ぼう。公式モデルの前記の矛盾点は， 中立性仮説に原因があろうが， そこ
で非中立性を考慮・導入したとしても，おそらく矛盾点は除去されるまい（公式モデルの
非公式理論への接近はあるにせよ）。だが2つの点が注意されるべきだという。第1点は，
公式モデルと非公式理論とで見方の異なるのは，計測不能変数（人的投資時間，労働に関
41) Handbook, pp. 169~170. 
42) Handbook, pp. 170~171. 
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して費やされる時間当り投費内容，人的資本ストック）にかんしてであって，両者の相違
点は類似点に比すればとるに足りないし，またそれは検証されうるものではない，という
にある。第2点は，非公式理論はまさに非公式なものであって，それは，所与の女子のラ
イフ・サイクル・ビヘイビアーにかんする所説の集合（均衡動学）というよりは，むしろ
横断面上の異なる女子のビヘイビアー間の相違にかかわるものであろう，というにある。
この第2点については，公式モデルの比較動学をみればよい。比較動学は，外生条件の
変化にたいする所与の個人の反応だけでなく，異なる個人の反応の相違をも扱うものだ
が，かかる視点からすれば，異なる女子の m(t)が同一時点で同一である必要はなく，ま
たその異時点間変化が同一である必要もない。いわんや外生条件（たとえば初期の富A(O))
にかんして，かの女たちが同一の価値を抱く必要もない。だが A(O)にたいしてかの女た
ちの抱く価値や m(t)等の個人間相違が，労働供給や賃金等にどのような相違をもたらす
かについて，非公式理論はすでに考察しているのであって，そのかぎり非公式理論は比較
動学を展開している43)。
では公式モデルの比較動学についてはどうか。人的投資とその蓄積の比較動学（焦点は
m(t)とA(O)の変化効果）からみよう。 IとHの内部解を想定して式(70)と(71)を等
式とし，さらに定義以t)=w(t) /v(t)を利用すれば
k/り[l(t)K(t)J =x(t) '(81) 
と書ける44)。式(76a)により x(t)は， A(O)および m(t)より独立しているから，（たとえ
ば出産・育児にかんし） A(O)および m(t)を異にする女子が，他の条件が等しければ同
量の有効投資 l(t)K(t)をなし，したがって同量の資本ストック K(t)と投資時間 I(t)
を有することもあろう。
そこで A(O)および m(t)の変化効果についてみるに，前節（賃金が外生的な場合の
動学的労働供給モデル）のように，①資産の潜在的価格Vが不変であっても時間経路上
に生じたはずの変化と，③関係諸変数の変化による v変化によって生じたはずの変化と
を区別し，①を「潜在価格不変」 ("shadowprice-constant")効果，②を「潜在価格変
化」 ("shadowprice-variable")効果とよぶ。それは，静学的労働供給モデルの代替効
果と所得効果に対比されえようが，重要な相違点としては，代替効果と所得効果は，効用
43) Handbook, p. 171. 
44)等式(70)および(71)より
v(t)kK(t) =w(t)が(t)K(t)
:. k/i'(t)=w(t)/v(t)=x(t) 
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水準が不変または可変の場合の効果であるのにたいし，①および②は，資産の限界効用が
不変または可変の場合の効果であることが指摘されえよう45)。
まず A(O)変化および t時点の m(t)変化の CおよびLKにおよぼす「潜在価格不
変」効果を考えよう。潜在価格 v(t)が不変であれば， たとえ A(O)が変化しても，式
(69)および(70)により， C(t)もしくは L(t)K(t)のいずれも変化しない46)。A(O)変化
の Cおよび LKにたいする潜在価格不変効果は，ともにゼロである。
では m(t)変化の効果についてはどうか。式(69)および (70)を所与の時点で全微分し
て操作すれば
dC(t) =dm(t) {m(t)ucL(t)[M(t) ]/d(t)} 
+dv(t) {m(t)[m(t)P(t)uLL(t)-kucL(t) ]/d(t)}, (82) 
d[L(t)K(t)] =dm(t) {[ -M(t)ucc(t)+ucL(t)2m(t)L(t)K(t) ]/d(t)} 
+dv(t) {[kucc(t)-m(t)P(t)uLc(t) ]/d(t)} (83) 
を得る。ただしd(t)=m(t)2[ucc(t)uLL(t)-ucL(t)可，かっ M(t)=d[m(t)丸 (t)]/dm(t)。
dC(t)および d[L(t)K(t)Jは，所与の時点 tにおける m(t)およびv(t)の変化によっ
て誘発された同時点の消費および有効余暇の変化を示す47)。もし v(t)が一定 (dv(t)=O)
ならば，式(82)および(83)より， m(t)変化の C(t)および L(t)K(t)にたいする「潜在
価格不変」効果は
dC(t) /dm(t) =m(t)ucL(t) [M(t) ]/d(t), (84) 
d[L(t)K(t) ]/dm(t) = [ -M(t)ucc(t)+ucL(t)2m(t)L(t)K(t) ]/d(t) (85) 
と書けよう。 t時点の m(t)増加が有効余暇の限界効用を高めるならば (M(t)>O),m(t) 
増加は有効余暇 L(t)K(t)を増大せしめるであろうし（式(85)参照）， また消費が有効余
暇の限界効用を高めるならば (uLC(t)>o),m(t)増加は当然に消費 C(t)をも増大させ
45) Handbook, pp. 171~172. 
46)式(69)より， uc(t)=v(t)P(t)であるから， v(t)不変であればUc(t)も不変であり，
したがって C(t)は変化していない。同様に式(70)より v(t)k=uL(t)m(t)であるか
ら， v(t)不変であれば UL(t)も不変であり，したがって m(t)L(t)K(t)ないし L(t)
K(t)は変化していない。ただし p(t)もしくは m(t)は所与。
47)式(82)および(83)の導出は，式(7細）および(78b)の導出を示した註38)を参照すれ
ばよい。ただし註38)で指摘したと同様の問題があり，式 (83)は完全に導出される
が，式(82)はそうとはならない。すなわち式(82)右辺の [M(t)Jは[UL(t)]となって
しまう。
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よう（式(84)参照）48)。
以上は A(O)および m(t)の変化の「潜在価格不変」効果を論じたものだが， かかる
変化は，潜在的価格 V 自体を変化させよう。財と余暇が正常財であれば，初期保有資産
の大きいほど V値は低い（資産をさほど「貴重」「稀少」とみなさない）と直観的に考え
られる。 v(t)変化は，また C(t)およびL(t)K(t)にインパクトを及ぼす。その辺を検
討してみよう。
式(82)およぴ(83)よりして， v(t)が一定であれば， A(O)増加は C(t)または L(t)K(t)
になんら効果を及ぼさない。また式(65)よりして， A(O)増加は資産の残存を意味するが，
遺産は存しないか，たとえ存しても「わが物とはなしえない」 ("youcan't take it with 
you")のだから，資産の残存は適切でなく，したがって A(O)増加への適切な反応は，
Vの低下（資産評価の低下とその消費増加）となろう。消費と余暇が正常財であれば，所
与の m(t)の下での v(t)増大は， C(t)とL(t)K(t)を低下せしめよう。というのも，
式(82)および(83)において dm(t)=Oとおけば
dC(t) /dv(t) =m(t) [m(t)P(t)uLL(t)-kucL(t) ]/d(t), 
d[L(t)K(t) ]/dv(t) = [kucc(t)-m(t)P(t)uLC(t) ]/d(t) 
(86) 
(87) 
が得られるが，それは， C とLが静学的に正常財であれば ULL<Oかつ Ucc<Oである
から，両式の右辺は負とならざるをえないためである49)0 
また v(t)増加は，富の純増分 a(t)を常に増大させる。ところで
a(t) =kTK(t)-kl(t)K(t)-kL(t)K(t)-P(t)C(t) 
であり，また式(67)および(81)により K(t)および l(t)は， v(t)の変化に影響されない
ので
da(t)/dv(t)= -k{d[L(t)K(t)]/dv(t) }-P(t) {dC(t)/dv(t)} 
がすぐ導出される50)。これに式(86)および(87)を代入して整理すれば
48) Handbook, pp. 172~173. 
49) Handbook, p. 173. 
50)まず式(66)および(63)を念頭におけば
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a(t)= W(t)H(t)-P(t)C(t) 
= E(t) -P(t) C(t) =kH(t)K(t) -P(t) C(t) 
=k[T-J(t)-L(t)JK(t)-P(t)C(t) 
=kT K(t)-kl(t)K(t)-kL(t)K(t)-P(t) C(t) 
da(t) /dv(t) = kT { dK(t) /dv(t)} -kK(t) { dl(t) /dv(t)} -kl(t){ dK(t)/dv(t)} 
-k {d[L(t)K(t) ]/dv(t)} -P(t) { dC(t) /dv(t)} 
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da(t) /dv(t) = -{炉Ucc(t)+ [m(t)P(t) ]2uLL(t)-2km(t)P(t)ucL(t)} /d(t) (88) 
が得られる51)。Uの凹性によって ucc<Oつつ ULL<Oであるから，式(88)は常に正であ
る。したがって死亡時の「超過」金融資産 ("excess"financial wealth), すなわち A
(D)>Oは，別言すればより大なる A(O)は， v(t)の低下（消費と有効余暇の増加→稼得
収入低下と支出増加→超過蓄積資産の費消）によって調整され
dv(t) /dA(o)<O (89) 
となろう。式(89)は，同時に初期資産増加の消費および有効余暇にたいする「潜在価格変
化」効果がともに正であることを意味し
{dC(t) /dv(t)} {dv(t) /dA(O)} >o, 
{d[L(t)K(t) ]/dv(t)} {dv(t)/dA(O)} >o 
と書けよう。
(90) 
(91) 
かくして以下の命題に至る。すなわち余暇趣向増大の・消費および有効余暇にたいする
「潜在価格変化」効果は，ともに負であり，また「初期の富」増大の同効果は，もとに正
である。逆に「潜在価格不変」 (dv(t)=O)の場合には，余暇趣好増大 (clm(t)>O)は，
①もし Ur.L>Oならば消費を増大せしめ，③もし M(t)>oならば有効余暇を増加せしめ
（式(82)と(83)または式(84)と(85)をみよ），結局は富の純増分 a(t)を減少せしめる。
また式(67)と(81)により K(t)と l(t)が， m(t)とは独立していることに注目すれば
da(t) /dm(t) = -k {d[L(t)K(t) ]/dm(t)} -P(t) {dC(t) /dm(t)) 
が導かれるので52), 式(84)と(85)を代入すれば
da(t)/dm(t) = -{M(t)[ -kucc(t)+m(t)P(t)ucL(t)] 
+m(t)L(t)K(t)丸 c(t)
X [ -m(t)P(t)uLL(t) +kuLc(t) ]} /d(t) (92) 
を得る53)。消費と余暇が静学的意味で正常であり (uLc>O,ucL>O, ucc<O, uLL<O), か
しかるに K(t)および l(t)は v(t)の変化に影響されないのだから
dK(t)/dv(t)=紅(t)/dv(t)=O 
:. da(t)/dv(t)=-k{d[L(t)K(t)]/曲(t)}-P(t){dC(t)/dv(t)} 
51)念のために式(88)を導出すると
da(t)/dv(t)=-k{[加cc(t)-m(t)P(t)uLc(t)]/d(t)} 
-P(t) {m(t)[m(t)P(t)uLL(t)-紐cL(t)]/d(t)}
= -{k2ucc(t)-km(t)P(t)ULc(t) + [m(t)P(t) ]2ULL(t)-km(t)P(t)ucL(t)} /d(t) 
= -{k2ucc(t) + [m(t)尺t)]2ULL(t)—珈(t)P(t)ucL(t)}/d(t) 
52)この点については註50)のように，まず a(t)を m(t)にて微分し，かつそれに
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っM(t)>oであれば，式(92)は当然に負であろう。したがって v(t)が不変であれば，
余暇趣好の増大は金融資産の減少をもたらす。その是正策は， v(t)の増大による富の増純
分 a(t)の増加であろう（式(88)をみよ）。要するに a(t)減少は，その是正策としてv(t)
上昇を伴ない
dv(t) /dm(t) >o (93) 
が成立しよう。 v(t)変化の・消費および有効余暇にたいする効果は負であるから（式(86)
と(87)の右辺は常に負），式(93)をも考慮すれば， m(t)増加の・消費および有効余暇にた
いする「潜在価格」 (v(t))変化効果は
{dC(t)/dv(t)} {dv(t)/dm(t)}<O, 
{d[L(t)K(t)]/dv(t)} {dv(t)/dm(t) }<O 
と書けよう 54)。
(94) 
(95) 
以上の含意は，たとえば育児についてi6大なる余暇趣好をもつ女子は， しからざる女
子に比してより大なる潜在価値を金融資産にたいして抱くというにある。要するに， v-
定条件下の mの増大→消費増加と稼得減少→V増大→消費減退と有効余暇減少，という
にある。ただし v変化は， L(=[LK]/K)を減少せしめるが， IK, K または Iには影
響を及ぽさない。結論として m 増大の V変化効果は，①実際の労働時間 H(=T-I-
L), R 労働に関して費やされる時間 J(=T~L=l+H), ③観察上の賃金率 W=kKH/
(l+H), をそれぞれ増加せしめるが，労働に関して費やされる時間当りの投資内容I/([+
dK(t)/dm(t)=dl(t)/dm(t)=Oを代入すればよい。
53)念のために式(92)の苺出を試みてみると
da(t)/dm(t) = -k{d[L(t)K(t) ]/dm(t)) -P(t) {dC(t) /dm(t)) 
また式(84)と(85)により
dC(t) /dm(t) =m(t)ucL(t) [M(t) ]/d(t) 
d[L(t)K(t) ]/dm(t) = [ -M(t)ucc(t) +ucL(t)2m(t)L(t)K(t) ]/d(t) 
であるから，
da(t)/dm(t) = -k{[ -M(t)ucc(t)+ucL(t)2m(t)L(t)K(t)]/d(t)) 
-P(t) {m(t)ucL(t)[M(t)]/d(t)} 
= -M(t)[ -kucc(t) +m(t)P(t)ucL(t)]/d(t)-k[ucL(t)2m(t)L(t)K(t)]/d(t) 
=-{M(t)[ -kucc(t)+m(t)P(t)ucL(t)]+m(t)L(t)K(t)丸 c(t)[kuLc(t)]}/d(t) 
となり，式 (92).は，第2項の[-m(t)P(t)ULL(t) +kuLc(t)]が [kuLc(t)]となっ
てしまう。間違いであろうか。
54) Handbook, pp. 174~175. 
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H)については，それを低下させる55)。
さて A(O)および m(t)の変化の・消費および余暇にたいする総効果（「潜在価格」不
変効果と同変化効果との和）をみよう。 A(O)増大の「潜在価格」不変効果はゼロであ
り， A(O)増大の総効果は，その「潜在価格」変化効果に等しい。要するに，初期資産の
より小なる女子は，そのより小なる女子に比して，その消費と有効余暇はより大であり，
その労働に関して費される時間］および実際の労働時間 Hはより短かく，その余暇時
間 L はより長く，その観察上の賃金率 E/(l+H)=kKH/(l+H)はより低く，その労
働に関して費やされる時間当りの投資 l/(l+H)はより高水準であろう。ただし潜在稼得
力な、いし人的資本ストック Kは，初期資産の多寡を問わず同ーであり， また人的投資
（投資時間 Jまたは有効投資 IK)についても同様であろう 56)。
ところでキリングスワースとヘックマンをしていわしむれば，以上は，字義的には保有
初期資産 A(O)の差のもたらす効果に言及したものだが，家族内の交差代替効果を無視す
れば，それは，結婚のインパクトに言及したものと解釈できるともいう。というのも結婚
は，大規模消費の経済をもたらし，金融資産を増加させると考えられるが，とすれば結婚
は，①すべての年齢時の消費と余暇時間（したがって出生力）を高め，R労働に関して費
やされる時間 J=T-Lを減らし，③観察上の賃金率 kKH/(l+H)を低下せしめるであ
ろうからである。
以上の「公式モデル」は，ミンサー流の「非公式理論」と軌を一にし，また配偶関係よ
りみた女子労働供給および賃金の実証データとも合致するが，なお非公式理論と抵触する
ところがある。すなわち公式モデルでは，結婚がより大なる初期の富A(O)を意味するに
とどまるかぎり，結婚は，投資時間 I,有効投資 IK,人的資本 Kに影響を及ぼさない
し，また結婚ないしより大なる初期の富は，特定の選好を前提しないかぎり，稼得収入プ
ロファイルの勾配にどのようなインパクトを及ぽすかは不明であるが，それと対照的に非
公式理論では，結婚は，稼得収入プロファイルをより平ら (flatter)ならしめる，とい
ぅ57)。
さて以上に長々と展開してきた余暇趣好 m(t)変化の比較動学的効果は，要約すれば表
2・24のようになろう。 m(t)増大は，それが育児その他非市場労働にたいする余暇趣好
増大と解釈されうるかぎり， 以下の帰結を伴なうであろう。すなわち， ①育児その他の
55) Handbook, p. 175. 
56) Handbook, pp. 175~176. 
57) Handbook, p. 176. 
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T~ble 2• 24 
Comparative dynamics effects of greater m(t) 
Variable 
Effects of greater m(t): 
v-constant efect v-variable effect Total・effect 
I(T)K(T) 
I(t), K(t) 
C(t) . 
L(t) K(i), L(t) 
H(t) 
W(t) 
/(t)/[J/(1)+ /(t)) 
??
??
?
? ?
??
?????
??
?
―????
• Provided ucL > 0.
h Provided M > 0.
c Provided uCL > 0,M > 0,and C and L both normal. 
非市場活動にたいする趣好の大なる女子は， その小なる女子に比して， 資産の潜在価値
v(t)が一定であれば， その消費と余暇を増やし， 労働に関して費やされる時間を減ら
し，賃金率（観察上の）の低下を甘受しよう。③非市場活動への趣好の大なる女子は，労
働時間の短縮や賃金率（観察上の）の低下に寵面すれば，資産の潜在価値の上昇によって
消費・余暇取得を抑制することになろう。⑧かくて m(t)増大の・非市場活動にたいする
v(t)変化効果は，労働時間の延長，賃金率（観察上の）の上昇，余暇時間の減少をもた
らすであろう。要するに表2・24の結論は， m(t)とは独立の人的投資の場合をのぞき，
たとえば m(t)増加の消費・余暇にたぃする v(t)不変効果および v(t)変化効果は，そ
れぞれ正および負であるが， m(t)増加の労働時間・賃金率（観察上の）にたいする v(t)
不変効果および v(t)変化効果は，逆に負および正であって，
果）は，先験的には不確定だというにある58)。
表2・24の結論が以上の程度だとしても， m(t)変化効果を v(t)変化の有無と関わら
せて論じることの意味はあろう。生涯効用関数 Uが時間にかんして可分的であり，かつ
瞬間的効用関数 U の積分であるかぎり， v(t)が不変であれば， t歳時の m(t)変化は
t歳時のビヘイビアーに影響を及ぼすが，他の年齢時のそれには影響を及ぼさない。だが
v(t)が変化すれば， t歳時の m(t)変化は，他のすべての年齢時のビヘイビアー（個人
のライフ・サイクル全体）に影響を及ぼそう。 m(t)が低ければ，稼得と貯蓄の増加をも
差引きした純効果（総効
たらし， m(t)が高ければ，
＼ 
借入ないし貯蓄費消の増加をもたらす。要するに m(t)上
58) Handbook, pp. 176~177. 
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昇は， t歳時では v(t)不変効果と v(t)変化効果をともに及ぽすが， 他のすべての年齢
時，すなわちが歳時 (t':,;,f)では v(t)変化効果のみを及ぽす。 ところで前者の場合，
v(t)変化効果が小さければ v(t)不変効果が支配的となろう。だが後者の場合には， v(t)
変化効果しか作用しないのだから，それを育児・非市場労働への趣好増大と解釈できるか
ぎり，公式モデルにかんして以下のことが指摘されえよう。
すなわち，出産・育児年齢期間における出産・育児・非市場労働への趣好の大なる女子
は，他の条件にして等しければ他の女子と比較して，①実際の労働時間，労働に関して費
やされる時間，観察上の賃金率が，より短かくまたは低くなる傾向があり，②余暇時間は
より長く，労働に関して費される時間当りの人的投資はより高水準となる傾向がある。出
産・育児年齢期間以外では，逆のパターンがみられよう。またあらゆる年齢をつうじて育
児・非市場労働への趣好の大なる女子については，他の条件にして等しければ，その保有
する人的資本ストック Kの大きさは他の女子のそれと変らず，また人的投資 Iに供せら
れる時間の長さも同様であると 59)。
とすれば公式モデルは非公式理論と合致するようだが，出産・育児年齢期間以外の年齢
については，なお問題が残る。というのも非公式理論は，公式モデルの示す高 m(t)期と
低 m(t)期の暗黙の代替を無視しているからである。だが最大の相違点は， 非公式理論
が，結婚・出産・育児等を人的資本の投下 Iおよび蓄積 Kのそれぞれの低下と結びつけ
るのにたいし，公式モデルが，人的資本の投下・蓄積とは独立のものと捉えていることに
あろう。その主たる理由は，公式モデルが内部解（生涯にわたる正値の H とI)を想定
していることにある。したがって境界上の解（ある時点でH とIの双方もしくは一方が
ゼロ）をも考慮すれば，公式モデルを一般化することの是非はともあれ，非公式理論の特
徴（雇用・労働経験の不連続）は明示的に描かれえよう。
キリングスワースとヘックマンは，賃金が内生的な場合の動学的女子労働供給モデルを
以上のように論じたのち，結論的に次のようにいう。ライフ・サイクルにおける女子の労
働供給と賃金の相互依存性については，非公式理論も陰伏的ないし明示的に強調したとこ
ろであり，また単純かつ抽象的なモデルもなんらかの形でそれを論じ，ともにそのかぎり
の洞察を加えてきている。だが公式モデルについては，その分析はまだ幼児期にあるとい
ってよく，それは，非公式理論から導出される寵観的結論をある程度襄付けるものの，す
でに触れたような問題点がなお多く存することを示す。この分野の研究は遅れているとい
59) Handbook, pp. 177~178. 
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ってよく，それだけに今後の研究成果が期待されると60¥
4. 女子労働供給の実証研究
さていよいよ実証研究の成果をみよう。なによりも注目すべきは，最近の一部の研究結
果が， 1980年代初期のそれとは著しく異なっていることだという。すなわち従来の研究
は，女子労働供給の賃金弾力性は， Cm得）補償されていると否を問わず正であり，その
絶対値は男子よりも大きいという趣旨のものだったが，最近の一部の研究によれば，女子
の前記弾力性の大きさは男子とほとんど変らず，とくに（所得）補償されざる弾力性はし
ばしば負と推定されているという。
§1. 女子労働供給の実証研究：方法論上の問題
単純な事実から出発しよう。まず第1に，現実に多くの女子は働いていないのだから，
市場賃金はその留保賃金を下回っており，またその労働供給は，市場賃金率や外生所得な
どの微小な変化にたいして完全に非感応的なのであるが，過去 (1970年代）の実証研究
は，この点を配慮しなかった。たとえばその労働供給関数は
H=wa+Xb+Rc+e (96) 
のように示される。ただし Hは単位期間当り労働時間， W は実質賃金率， Rは実質外
生所得， Xはその他の変数ベクトル， eは確率誤差項である。式(96)は働く女子のみを対
象としているので，説明変数にかんする Hの偏導関数がパラメーター (a,b, c)に等し
いのは， W が実質留保賃金率 w*を上回る場合のみであり，逆に w<w*の場合には， H 
の偏導関数はすべてゼロである。家族員の労働供給についても同様であって，ある家族員
の労働供給が他の家族員の賃金率の小さな変化の影響をうけるのは，当然後者が働いてい
る場合のみであろう 61)。
第2に，働かない女子の市場賃金率は観察できないという問題がある。式(96)が労働供
給関数を正しく特定していても，その変数データを全女子人口について入手することはで
きない62)。
かかる 2つの問題（関数式の特定化と変数データの入手をめぐる）を回避する最も安易
な方法は，式(96)に働く女子のみのデータをあてはめることであろう。だがこの方法で
60) Handbook, pp. 178~179. 
61) Handbook, pp. 179~180. 
62) Handbook, p. 180. 
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は，働く女子が女子全体を代表しないかぎり，最小2乗法回帰は，推定パラメーターの偏
椅を生ぜしめる。「標本選択」上の偏椅については，議論は単純である。すなわち，働く
女子にとっては w>紺Kであるから，稼得能力が同一のすべての女子のなかで，働く女子
の留保賃金は相対的に低いであろう。逆に留保賃金が同一のすべての女子のなかでは，働
く女子の市場賃金は相対的に高いであろう。要するに相対的に低い留保賃金と相対的に高
い市場賃金の故に，働く女子は，女子全体を代表しないであろう。したがって市場賃金率
と留保賃金率が観察可能変数のみによって説明され，観察不能変数によっては説明されな
いというのでないかぎり，働く女子の労働供給の誤差項eは，観察可能変数から独立でき
ないであろう。たとえば外生所得 Rは，労働時間 Hの説明変数であるが（式(96)をみ
よ），同時に留保賃金 w*の説明変数でもあるごとくであって，その点は，以下の式(97)
にて示されるとしよう。
w*=Zk+Rg+u. (97) 
ただし Zは R以外の親察変数， U は観察不能要因（余暇趣好）を示す。
さて働く女子にとっては w>w*であるから，それに式(97)をあてはめれば
u<-[w-(Zk+Rg)J (98) 
を得る63)。観察可能変数 (w,Z, R)が同一のすべての女子のなかでは，働く女子の Uは
相対的に小さいであろう。もし労働供給誤差項 eと留保賃金誤差項 U が相関していれ
ば， eは，全女子の Rとは無相関であるにしても，働く女子集団の Rとは相関しよう。
というのも，余暇が正常財であれば，外生所得の増加は労働供給を減ぜしめ（式(96)につ
いて c<O),留保賃金を上昇せしめようが（式(97)について g>O),他の条件(wとZ)が
等しいかぎり，働く女子にとって U は相対的に小さい，いいかえれば，働く女子は， た
とえ外生所得がより大きくとも，他の条件にして変わらなければ，余暇趣好は相対的に低
からざるをえないからである。なおもし U とeが逆相関すれば（可能性はある）， 働く
女子の間では eとRは正の相関を示すであろうが，依拠するデータが働く女子のみのも
のであれば，通常の最小2乗回帰による外生所得パラメーター Cの推定値は，偏ったも
のとなろう 64)。
なお付言の必要がある。①働く女子のみのデータによる式(96)の係数 bの推定値は，
変数 Xが式(97)の Zの意味するものであれば，偏りをもつ。②もし観察上の賃金率 w
63)式(98)は，働こう (w-紺~=[wー (Zk+Rg)J-u>O) と意思決定する確率（累積分
布関数）の U の範囲を示す。
64) Handbook, pp. 180~181. 
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が，観察可能特性（たとえば学歴）のみならず観察不能要因 Vによって説明され， しか
も Vが，労働供給と留保賃金のそれぞれの観察不能要因 eおよび U と相関しているな
らば， 働く女子のみのデータによる式(96)の変数 W の係数 aの推定値は， 偏りをもと
ぅ。⑧かくして妻の労働供給関数を推定するに際して，夫も働いている妻のデータのみを
あてはめても，パラメーター推定値に同様の偏りが生じよう 65)。
キリングスワースとヘックマンは，以上の諸点（関数特定化，データ制約，その他）の
解決策は，労働供給の構造方程式（式(96)のごとき労働時間決定）のみならず行動方程式
（式(97)のごとき就労・不就労の選択）をも推定することだという。 197吟三代中頃からの
いわゆる「第2世代」 (the"second-generation")のアプローチは，これに属する。かれ
らは，賃金の槻察データが雇用労働力に限定されてしまうことや，非労働力の労働力化は
賃金・外生所得の微小変化に不感応であることを，明白に考慮している。そのアプローチ
をヘックマンの展開に即して描いてみると，以下のようである。
個人の実質稼得（または稼得可能）賃金 W を
w=Yh+v (99) 
と示す。かれは， w>w*ならば働き， wsw*ならば非労働者 (non-worker)である。
W とw*のかかる関係は，式(97)と(99)を利用すれば
v-u>-(Yh-Zk-Rg)⇔ H>O, 
v―u:::;;:-(Yh-Zk-Rg)⇔ H=O, 
(lOOa) 
(lOOb) 
と書ける。また式(96)に式(99)を代入すれば
H= Yah+Xb+Rc+[av+e] (101) 
を得る（［ ］は複合誤差項）。式(lOOa)および(100b)は，女子の就労・不就労を決定す
る誘導型の条件式であり，式 (101)は，働く女子についての誘導型の労働時間関数であ
る66)。
そこで働く女子のみのデータを用いて式(101)を推定する場合を考える。式(101)に対応
する回帰関数は
E{HIY, X, R, Z, v—u>-(Yh-Zk-Rg)} 
=Yah+Xb+Rc+E{[av+e]IY, X, R, Z, v-u>-(Yh-Zk-Rg)) 
= Yah+Xb+Rc+E{[av十e]lv―u>-(YJ←-Zk-Rg)} (10蕊）
である。右辺の第1式が第2式へと展開されるのは， 0 とeが変数(Y,X, R, Z)より独
65) Handbook, 181. 
66) Handbook, p. 182. 
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立していると考えられるためである。その右辺最終項は複合誤差項の期待値であり，その
値は，変数 (Y,Z, R), 構造パラメーター (h,k, g), および確率変数の結合分布パラメー
ター([av+e]と [v-u])に依存する。同様に式(99)に対応する賃金の回帰関数は
E{wlY, v-u>-(Yh-Zk-Rg)}=Yh+E{vjv-u>-(Yh-Zk-Rg)} (102b) 
であり，右辺最終項は，もちろん Vの条件付期待値である。なお [av+e]の条件付平均
（式(102a))や V の条件付平均（式(102b))は
E{[av+e] Jv-u>-(Yh-Zk-Rg)} =[a,da2ぎ].t,
E{v Jv-u>-(Yh-Zk-Rg)} =[a.da22°・5]入
(103) 
(104) 
と書ける。ただし叩=cov[av+e,v-u], av2=cov[v, v-u], a22=var[v-u], 
A=/[-I/a22°・5]/{1-F[-l/a22°・5]}, かっ l=(Yh-Zk-Rg)である67)。
67) Handbook, p. 183. なお式(103)および式(104)の導出は厄介であるが，念のために展
開しておこう。そのためには，公式とでもいうべきヘックマン式から説明するのがよ
Vヽ
1゜. ヘックマン式 ヘックマン式とは， J.J. ヘックマン自身が別のところで展開して
いるものであり＊，おおよそ次のようである。
いま無作為に抽出された標本としての個人 i(i=l, ……, l)について， 以下の 2
方程式モデルを考える。
Yli=X1ふ+uli
Y2i=X2ふ+u2i
ただし X;;は外生説明変数の行ベクトル(lXK),/3; はパラメーターの列ベクト
ル (KXl),U;; は確率誤差項を示す。ところで E(Uli)=E(U2;)=0であり， した
がって
E(UliU2i)=E[ {U:,;-E(U,;)} {U2;-E(U2i)} ]=012 
E(~;2)=E[{ U2i-E(U2i)}可=022
と表わせば， 012=cov(Uli, U2i), 022=var (U2;)である。いま uliと u2iの結合
密度関数を h(U1;,U2i)とするとき，それが2変最正規分布にしたがうならば
E(Uli1U2i~-x; 函）＝晶K
E(U2i Il: 辛—X函）＝虐炉
が成立する。ただし
ふ＝
rh(Z;)¢(Z;) 
1-(J)(Z;)=(J)(-Z;) 
である。¢ とのは標準正規変数の密度関数および累積分布関数であり，また
Z;=-X2iP2 
(022)! 
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である。なおんはミルの比率 (Mill'sratio)の逆数である。
2. 式(103)および式(104) そこでヘックマン式と式(103)および式(104)との対応を
みるに，まず式(103)についてみれば Uli=av+e,Uu=v-u, Xu(32=l=(Yh-Zk-
Rg), cov (UH, u, 沿=cov[av+e,v-u]=a12, var(U, 沿=var[v-u]=a22であり，
また</,=/,</J=F, Z;= —ふ;/321 (a22)½= -1/ <J2°・5の故に
ふ=/[-//a22°・5]/ (1-F[ -//a22°・5]} =.l 
である。したがって上記をヘックマン式に対応させれば
E{[av+e] IV-ULー (Yh-Zk-Rg)}= [a12/ <J2°・5]入
が得られる。式(104)についても，まったく同様に対応させればよい。
3. ヘックマン式の導出 そこで残る問題は， ヘックマン式の導出であろう。ヘック
マンによれば，確率誤差 uli,u2iは， 平均ゼロで分散共分散行列工の 2変量正規分
布にしたがう。ただし
I::= (1 rJ12) 
C12 C12 
と仮定されている。一般にかかる密度関数は
f(Ui;, U, 叫=n_,/-:;ー， 1~,1-.----------:;; exp 〔一2(1~』（長）2-2p(忍）（忍急）
+(長）］〕
にて与えられる (pは相関係数）。ただし分断 (truncation)がおこなわれていて，
誤差 ujiの範囲は，
-ooくUli<=,-X2ふく四<=
であるとする。そこでかかる分断された密度関数の積分を求めるに，変数変換のため
に
s=Uli/v玩 ds=dllli/V石， ただしー=<s<oo
t= U2i/心， dt=dU2i/vo;;, ただし
X函
-7ぺ tくOO<J2 
を考えると r ~f(Uli, U2i)dUlidU2;=r = 1 
玉西ー～ 警 L=211:V戸
1 
exp 〔一2(1ーが） (s2-2pst+の〕dsdt 
=~= Xu/J・(_!_exp-(s-pt)2十炉(1ー が） 1 ~ 〔 2(1-p)2.〕v'l-p2 dsdt --- 2冗-,r;. 
と変形される。ここで
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と変換すれば
｀且 C=iげ-~ 岬=~三占誓丘ぷ
'1'2 V (1'●● 
と2つの単一変数の積分となる。後者の被積分関数は，標準正規分布すなわちN(O,1) 
の密度関数であるから 1に等しく，また前者のそれは，おなじく N(O,1)の密度関数
X2;/12 
でありながら， t=- -—で分断されているので，結局のところV 022 
旦、IS,~>~uli, l: 沿dUlidUu=l-(f) (一竺）
となる。ただし (f)I士分布関数である。いま分断された場合にも被積分関数が 1とな
るように密度関数を調整することとし，かく調整された密度関数を /*(Uli,U2;) と
表わせば
f*(Uli, U2i) = f(Uli, U2i) 
1-0 ( 
x2i佑
-~) 
となる。
次に条件付期待値 E(Ui;JUz;)を考える。いま Uz;が与えられた場合の Ui;の条
件付密度 g(Ui;/1J. 位を考えると
g(Uul 1J. 沿＝f(Ui;, 1J. 叫丘(Uz;)
である。ただし /2(U2;)は U2;の周辺密度であり，定義により
fz(Uz;) =~00 f(Ui;, 島）dUu 
-oo 
と示される。証明は省略するが，周辺分布は単一変量（この場合 U2;)の正規分布に
ほかならない。したがって
g(Uul U2;) 
{2心心戸）一1exp〔一2(1~が）｛（畏）2 -2p(況）(~)+(紐）］〕
(v云心）→exp{サ（紐）2} 
1 
＝汎面/~ii仁 X
exp[―荻己団（長）2-2p(況）（紐）＋（身）］号（長）2〕
いま指数のみを計算すれば
-2.(1~ が）〔｛（長）一P(~)r+(1-pり（長）］吋（長）2
2 - 2 
{ ~ } =一上尻ー PL。22l Uu-p 血 U2; 血 U2;
2 { i/翫ワ｝=--2 au(lーが）
となり，よって
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一 2
g(U1; I U.沿 =v~v益v'1-p2 exp[—½｛りご鱈}l 
となる。これは，条件付密度 g(UHI島）が，平均 pl血四，分散 011(1ー が）の
02 
正規分布をすることを意味する。
そこで uliの条件付期待値に戻れば，それは当然に条件付密度の平均を意味する
から，
E(UHI島）=p五1u2i 
02 
であり， しかも相関係数 Pは
cov(uli, U2;) U12 
p= - - = - -
Vo11Vo22 Vo11Vo22 
であるから
E(UHI島） =i1勺—た屯＝竺 u2iau 02 02 02 
が得られる。
そこで最後に分断のおこなわれている場合を考えると
E(Ulil U2izー X函）＝悶E(U2ilU. 辛ーX曲）
となるが，基準化をおこない
t= 
U2i-E(U2i) U2i 
02 
i1- =ァ （ただし E(U2i)=O)
02 
にて変換すれば
竺 v口(tltz—竺）＝直- E(tltzー 五色
02 ila22 向）1 i/022) 
となる。
ところで確率変数 tが分断され， しかも振準正規分布 N(O,1)をしめす密度関数
の調整については，すでに明らかにしたが（調整された密度関数 f*(Uli,U2i) をみ
よ），かかる分断された分布の平均は，分断された tの値城を tzcとすれば
E(t)= 
¢(c) 
1-</J(c) 
にて与えられる＊＊。ただし¢ は密度関数, (/)は分布関数である。したがってヘック
X叫'12
マンの表示にしたがって c=Z;=ー とおけぱ(a22)½ 
E(t)= 
¢(Z;) 
1-</J(Z;) ＝ふ
となる。かくしてこれを前記に代入すれば，ヘックマン式として
E(U!i1U2i:;:=: ーX曲）＝嘉記
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パラメーターの実際の推定は，以下のようにおこなう。まず就労・不就労を決定するパ
ラメーターを推定するために，極大化されるべきフ゜ロビット尤度関数を設ける。それは
1=JIF[ -//022°・5]1一a{l-F[-l/a220.SJ)d (105) 
であって， dは，就労の場合を 1,不就労の場合を0とするダミー変数である68)。その自
が導出される。
なお E(U21IUu~-Xufi2) の場合のヘックマン式については， a12 を a22 に置きか
えれば，同様にして導出されよう。
*J. J. Heckman, "Sample Bias as a Specification Error," Econometrica, Vol. 
47, Nr. 1. January 1979, p. 156. 
**G. S. Maddala, Limited Dependent and Qualitative Variables in Econometrics, 
Cambridge University Press, 1983, p. 365. 
68)式(105)の尤度関数については，説明が必要かも知れない。許されたる 2つの選択肢
の1つを選ばねばならない個人の選択行動について， そのモデル化を考えてみる。
i番目の個人のかかる 2者間選択を便宜上確率変数出にて示し， Y;は， 2者のうち
一方が選択されれば1,他方が選択されれば0の値ををとるものとする。 Y;=1であ
る確率を Piとすれば， Y;=Oである確率は 1-P1である。個人 iがいずれかを選
択する確率は
f(y;)=P;Yt (1-P;)l-Yt Y;=O, 1 (1) 
と書けよう。個人がある選択をなすことにより得られる平均効用は，その選択肢の属
性に依存するが，それはその個人に特有のものであって，たとえばその社会経済的特
性とかかわる。選択に影響する個人属性としては，所得，職業，年齢などがあげられ
よう。かかる選択から得られる効用を，平均効用に確率的撹乱項を加えたものと定義
すれば，
U;o=贔+e;o=Z;o分十W/ro+e;o (2) 
如 =U11+e11=Z11'か十W;'r1+e11 (3) 
を得る。ただし U;oと uilは各選択から得られる効用， 010と 011はそれぞれの
平均効用， Z/oとZ;りは各選択肢の属性ベクトル， W/は個人 iの社会経済的特
性ベクトル， e;oと年は確率的撹乱項である。個人 iがY1=1 を選択するのは，
U11>U10, もしくは観察不能の確率変数 Y1*=U;1-U1o>Oの場合のみとすれば
Y;=l or O, if Y1*>0 or if y1*~0 (4) 
である。出＊を書き直せば
Y1*=U;1-U1o=(Z;1-Z;o)'o+町 (ri-ro)+ (eil -e;o) 
=[(Z11-Z;o)', W/] 〔8 〕+e;*=X/fJ十e1* (5) ri-ro 
となる。ただし X/,fJ, e1*は，それぞれ説明変数，未知のパラメーター，確率誤差
をしめす。かくして出=1である確率は
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然対数をとり， Iを構成する各変数のパラメーターにかんして1階の極値条件を求めれ
ば， h/a22°・5,k/a22°・5, g/022°・5が，したがって iも推定されよう。最後に誘導型の時間・
賃金方程式として
H=Yah+Xb+Rc+lm十Y, (106) 
w= Yh+,ln+z (107) 
を設定し，得られたデータを投入すれば，最小2乗法で同回帰式を推定することができ
る。ただし yと zは，説明変数とは独立の確率誤差項であり，また m とnの推定値
は，式(103)の叩/a2°・5と式(104)の avz/a22o.sのそれぞれの推定値である69)。
P;=P,[y;=l]=P, 切*>OJ=P,[e;*>-X: れ9] (6) 
と書けよう。確率誤差の最も普通の分布は標準正規分布とロジスティック分布である
が，いずれも対称性を有するので，すなわち F(-t)=l-F(t)なので
P;=P,[e;*>-.X: 傾]=1-F(-.X:れ9)=F(.X:ん9) (7) 
と書けよう。
ところが個人のかかる選択については，同一人について何回も (n回）観察できる
場合もあれば， 1回もしくは僅少回数の観察しかできない場合もある。就労・不就労
の決定は， さしずめ後者の場合であろう。かかる後者の場合のパラメーター推定は，
最尤法によらねばならない。いま各個人について 1回きりの 1組の観察値しか得られ
ないとして， T人の個人について T組の観察値が与えられているとすれば，その場
合の尤度関数は
T T 
l= II f(Y;) = II P; 砥1-P;)(l-Yi)
t=l t=l 
T 
= II F(.X: れ9)Yi[1-F(X険）](1-Yt) (8) 
t=l 
である。ただし F(,)は，標準正規もしくはロジスティック累積分布関数であり，ま
た出は， 2者のうち一方が選択された場合に 1, 他方が選択された場合に 0であ
る。その自然対数をとれば
T T 
lnl= :E Y;lnF(X, れ9)+:E(1-y;)ln[l-F(X傾）］
i=l ,=1 
であり，最大化のための 1階の条件を求めれば
atnl T I T 
賭＝
I :EY;-X; ー:E(1-y;)-X; F 1-F i=l i=l 
(9) 
UO) 
が得られる。ただし Fおよびfは， t=xれ9における分布関数および密度関数の値
である。なお0)はPの高度の非線型関数であって，その直接的な解法はないという
(George G. Judge and others, Introduction to the Theory and Practice of 
Econometrics, John Wiley & Sons, 1982, pp. 786~788, 791~792)。
69) Handbook, pp. 183~184. 
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なお付言すれば，この第2世代の研究の特徴は，誤差項の演じる役割を第1世代よりも
はるかに重視したことにある。一般に誤差を分類すれば，観察不能を原因とするもの，計
測上のもの，それ以外のもの，の3種が考えられるが，労働供給については，効用関数に
かんするもの，予算制約にかんするもの，効用最適値にかんするものが，考えられよう。
それぞれ選好誤差 (preferenceerrors), 予算制約誤差 (budgetronstraint errors), 最
適化誤差(optimizationerrors)と呼べよう 70)。重要なのはその扱いであろう。望ましい
扱い方の例としては．たとえば選好誤差にかんして，労働時間の外生所得にかんする弾力
性が母集団全体にわたってランダムに変動するモデルが，あげられるという。
§2. 女子労働供給弾力性の諸推計：概観
さて方法論上の問題を離れて，実際の推定結果をみてみよう。女子労働供給の弾力性推
計をめぐる議論の焦点は，ペンカベルの男子にかんする議論の場合と同様に，労働時間の
所得補償されたる（効用水準一定の）賃金弾力性，その補償されざる賃金弾力性，かかる
2つの弾力性の差（総所得弾力性ないし限界稼得性向）に向けられている。キリングスワ
ースとヘックマンは， 1976年~1986年の10年間に発表された女子労働供給にかんする32の
実証研究をとりあげ，それぞれの標本特徴と変数指標を1つの表（計3ページ）に，また
それぞれの推定方法・手順と推定値を別の表（計4ページ）に一覧表の形にまとめ，詳し
く紹介している。その全貌をここに伝えることは望ましいであろうが，全部合わせて7ペ
ージにおぶ庸大なものなので，あえてそれはしない。
まず標本特徴と変数指標にかんする表は，一切省く。あえて付言すれば， 標本は，人
種，年齢，就労時間数，配偶者の稼得状況， その他の特徴が多岐にわたる妻といってよ
ぃ。変数は，労働供給 H,賃金率 w;非労働所得 Rの3つであり，その指標としては，
Hについては主として年間労働時間数（他に週労働時間数）， Wについては主として時間
賃金率， Rについては主として夫の稼得だが， 他に財産所得・移転所得などもあげられ
る。
次に推定方法・手順と推定値にかんする表についていえば，ペンカベルの男子労働供給
にかんする研究は，合衆国とイギリスのデータによる実証研究のみを紹介しているので，
女子についても同様の措置をとろう。キリングスワースとヘックマンのとりあげた32の実
証研究は，合衆国のデータによるもの17,イギリスのデータによるもの6,カナダのデー
70) Handbook, p. 184. 
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タによるもの6,西ドイツのデータによるもの2,オランダのデータによるもの 1, とな
っているので，合衆国とイギリスを合わせた23の研究のみを最小限ここに掲げておこう。
なお実証研究で何より重要なのは推定方法・手順の如何であるから，キリングスワースと
ヘックマンも，それを一覧表のなかに詳細にまとめている。だがそれはあまりにも専門技
術的であり，時として筆者の紹介能力をも超えるので，推定方法・手順についての詳細は
省く。ただし推定値だけはすべて掲げておく。 1つの研究について複数セットの計測値が
みられるのは，もちろん諸種の推定方法・手順の試みられたことを示す。
前記23研究の推定値一覧表は，表2・25のとおりである。
以下の表2・25を含めたキリングスワースとヘックマンの全一覧表から得られる一般的
な印象をいえば，推定値のほとんどは，絶対的にもまた男子の場合（当連載覚書(1)および
(2)のペンカベル論文をみよ）に比しても，その数値が大きい。だが労働供給指標として年
間労働時間数をとった研究について，年間労働時間の補償されざる賃金弾力性の変動幅は
「恐しいほど大きく」 (dauntinglylarge), たとえば表2・25によっても，符号の正負は
Table 2・25 
Summary of labor supply estimates for women implied by results of selected studieがoffemale 
labor supply. 
Wage elasticity Total-income 
Study Sample, procedure used Uncompensated Compensated el邸 licity
Data for・Uniled Stales 
Heckman (1976b) White wives aIgV e 30-,44; 
Procedure 1.46 1.48 -0.02 
Procedure VI 4.31 4.35 _。.04
Cogan (1980a) White wives a＂ge 30-44: 
Procedure 1.14 1.17 -0.Q3 
Procedure Il 3.50 3.60 -0.10 
Procedure VI 2.83 ・, 2.91 -0.09 
Schulに(1980) White wives aIge 35-44 :・
Procedure 0.16 0.21 -0.05 
Procedure I 0.13 0.19 ~o.os 
Procedure Il 0.6S 0.83 -0.18 
Black wivluers e aI ge 35-44 ; 
Proced 0.60 0.34 0.26 
Procedure I 0.42 0.41 0.01 
Procedure Il 1.04 0.56 0.48 
Trussell and White wives age 2S-4S (Procedure VI) 4.50 n.a. -0.41* 
Abowd (1980) Black wives age 25-45 (Procedure VI) 2.93 n.a. =O• 
Heckman (1980) White wives aIgV e 30-44: 
Procedure 2.26 2.26 =O 
Procedure VII 1.47 1.47 ~o 
Procedure IV(a) 14.79 14.79 =O 
Pr碑 ureVIl(a) 6.62 6.62 =O 
WhiwPreloce kwies dwvueors e rkaVge(d e a) 3<0-52 44 / 
4.47 4.47 =O 
Hanoch (1980) 
(no "comer" in weeks worked) 0.64 0.81 -0.17 
weeks worked~52 
(with "comer" in weeks worked) 0.42 0.54 -0.13 
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Wage cla.sticily Total-income 
S1udy Sample, p『ocedureused Uncom芦nsalcd Compensated elasticity 
Cogan (1980b) White wives aVgI e 30-44: 
Pr0<叫 ure 2.4S 2.64 -0.19 
fixed costs of labor market entry model: 
OLS O.R9 0.93 -0.04 
conditional ML 1.14 1.19 -0.0S 
Cogan (1981) White wives aVgI e 30-44: 
Procedure 2.10 2.18 -0.08 
fixed costs of labor market entry 
(conditional ML) 0.65 0.68 -0.03 
Nakamura and Wives-Pr0≪edure VIII 
Nakamura (1981) age 30-34 -0.27 0.11 -0.36 
age 35-39 -0.31 -0.12 -0.19 
Waivgesc40-P-r4 ocedure VII: 
-0.09 0,18 -0.27 
Dooley (1982) 
WiWhi国匹... 知I, 1喧疇疇疇疇雫,¢, 珀,叩,..... ,~ , _,._,..——— “ ”~ 3.66 4.14 -0.48 15.24 15.35 -0.11 4.28 4.73 -0.4S 0.67 1.01 -0.35 
-0.34 -0.17 ・-0.11 
-0.89 -1.06 0.18 
Ransom (1982) 
ML, 0.40 0.46 -0.05 
to0.42 100.50 10 -0.09 
Hausman (1980) Black・household heads-ML, 
0.05 0.16 -0.11 
Hausman(1981) ML, 
wives 0.91 n.a. n.a. 
lol.00 
female ho匹eholdheads 0.46 0.58 -0.12 
100.53 to.0.77 lo -0.24 
Moffill(1984) ML, 
wlinaoegf ar e hrboaute drs a gewqtoucorakdneradst: traic nt 
0.78 n.a. -0.04* 
!unction 
respal samonse ple lo mcheans ge in wage 
0.43 n.a. -o.2s• 
eresntipore nse budto geut pcownard straishnift t in 0.21 n.a. -0.18* 
Hausman and ML, 
RKuoudre(man l984an) d firsotf -shtagusbe IDMd L anfod r leisure times 
0.76 n.a. -0.36• 
Kapteyn (1984b) wife 
記WhocLS匹ond四h-oslt,resdage iosen lecof tion bias-corrected 
0.21••· 0.31 ... o.oo•••• 
Yatchew (1985) Wives-ML, 0.47 n.a. -0.89° 
ともあれ， Nakamuraand Nakamura (1981)の一0.09~0.31から， Heckman(1980) 
の14.79ないし Dooley(1982)の15.24の範囲におよぶ。また補償されざる賃金弾力性推
定値のほとんどが正であり，逆に総所得弾力性推定値のほとんどは負であるので，前者と
後者の差である補償されたる賃金弾力性は，当然のことながら一般に正であろう。したが
って女子労働供給にかんしてある実証研究者が，他の研究者と類似の結論に到達している
ことは珍しくもない。こうした状況についてキリングスワースとヘックマンは，注目すべ
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Wage elasticity Total-income 
S1udy Sample, procedure used Uncompensated Compensated elasticity 
Data for Great Britain 
-Lanad yarZdab , Barton Wives alagloe w,; an6c0e : 
alza (1980) No for taxes: 
Procedure I I (e(evaluateted d aat overall means) 0.43 0.49 -0.06 
Procedure I I 
workers'means) 0.08 0.09 -0.02 
Procedure II evaluated at 
overall means 0.78 0.97 -0.19 
Procedure II evaluated at 
workers'means 0.44 0.63 -0.19 
Procedure I 
(evaluated at worker's means) 0.06 0.06 -010 
Blundell and Wives-ML, 
Walker (1982) （ CO『rectedfor selection bias m 
rHeuqsubiriandg 's wiH le's I{> 0): 
unrationed: No children 043 0.65 -022 
One child 0.10 0.32 -022 
Two children -0.19 0.03 -0.22 
Husband's I rationed: No children 064 0,83 -0.19 
One child 0.09 0.28 -0.19 
Two children -0.30 -0.11 -0.19 
Zabalza (1983) Wives-ML 
1.59 1.82 -0 23 
Arrufat and Wives-ML 
Zapalza (1986) 
(CES duり 2.03 n a. -0.21• 
Ashworth and Wives, husband < 65: 
Ulph (1981a) OLS- -0.09 -0.04 0.02 
lo-0.2! to -0.23 to -0.05 
ML- CESiuf -0.19 0.29 -048 
restricted generalized CES 0.57 0.81 -0.24 
iu(generalized CES iuf 0.32 o.ss -0.23 
Ruffell (1981) Wives, husband < 65 
0.04 -0.04 OLS -0.00 
ML- 0.43 O.Sl -0.08 
MD- 0.72 0.77 -o.os 
N、)tes: 
a = instrumental variable used for wile's work experience to allow for potential cndogeneity of this 
variable. 
• =clas11c11y of hours o「workwith respect lo exogenous income (R). 
•• a elasticity of leisure with respect to wage rate (uneompensated). 
．．一elasticityof leisure with respect lo wage rate (compensated). 
•••• = elasticity of leisure with respect lo exogenous ineome (R). 
Estimation technique: Basis of specificati~n: 
OLS -ordinary least squares dul = direct utility function 
WLS .; weighted least squares iul = indirect utility function 
ML a maximum likelihood 
MD a minimum distance 
GLS口 generalizedleast squares 
Estimation procedure: 
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I -Obtain predicted wage for al individuals from OLS estimate• of wage equation using data on 
workers only; use predicted wage in OLS eヽtimationof labor supply schedule with data on al 
individuals (nonworkers'labor supply•et at zero). 
I = Obtain predicted wage for worke『sfrom OLS estimateヽofwage equation using data on workers 
only; use p『edictedwage in OLS estimation of laborヽupplyヽchedulcwith data on workers only. 
Il = Qbtain predieted wage for・all individuals from OLS estimates of wage equation using data on 
workers only; use p『edictcdwage in Tobit estimation of lahn『supplyschedule with data on al 
individuals. 
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JV -Estimate wage equation by OLS uヽingdata『urworkerヽonly:c,tima1c reduced form labor supply 
equation using data on~II individualヽ(withnonworkcrヽ:H set at zc『u):identilyヽl『UCTU『allabor 
supply equation using『educedCorm estimates and e,timotcs ol wage equation. 
V = E.stimate reduced「O『mlabor supply equation by Tobit: u、eTobit estimates to cヽ>mputea 
selection bias correction variable (inver心 olMill, ratio); include cヽk-.:tionbias co『『cction
variable in estimation of wage equation by OLS (or GLS. etc.); idcntily structural labor ,upply 
equation using reduced Corm estimates and estimatcs of wage equation. . 
VI -ML estimation of joint determination ol wages and hours of work (exten,ion of Tobit to 
simultaneous equation system). 
VII =" Heckit" lor exactly-identified labor supply function: estimate redueed Corm equation lor labor 
lorce participation by probit; use probit cocHicicnts to compute a selection bias co『ection
variable (inverse of Mills'ratio); include selcetion bias co『rcctionvariable in estimation of wage 
and reduecd form hours of work equation.,; identify structural labor supply equation using 
reduced Corm estimates and estimates of wage equation. 
VU! ー "Heckit"lor overidentified labor supply funetion: estimate reduced Corm equation lor labor lorce 
participation by probit; use probit eocflicients to compute a selection bias correction variable・ 
(inverse ol Mills'ratio); include selection bias corrcetion variable in estimation of wage equation: 
use estimates of structural wage equation to compute a predieted wage lor working individuals; 
include predicted wage in OLS (or GLS. etc.) estimation of structural labor supply equation. 
きは推定値の一様性 (uniformity)よりは多様性 (variability)であるとしている71)。
もちろん例外はある。前述の Nakamuraand Nakamura (1981)やカナダにかんす
る2研究は，労働供給の補償されざる賃金弾力性として負値を得ているし，またカナダに
かんする別の2研究は，正の弾力性推定値を得たものの，その数値は非常に小さいもので
あった (0.08ないし0.02~0.03)。これを多様性の最たるものとみることは，もちろん自
由であろう。
表2・25は，推定方法・手順のもつ重要性を痛感させるものだが，その点をとくに認識
せしめたものとしてT・A・ムロズ (Mroz)の研究があげられる。ムロズは，ヘックマン
の研究モデルをとりあげ，それに新変数の追加と諸種の推定手順（表2・25の）の適用を
試みているのだが，その結果は表2• 26にみられる。第1行は，ヘックマンの得た数値が
他の研究者のそれよりも高いことを示す。第2行と第3行は，ムロズの計測結果が，妻の
労働経験を内生的とする場合（すなわち aの場合）にヘックマンの値を大きく下回るこ
とを示す。第4行と第5行は，新変数を追加すると，計測値の高まることを示す。ただし
ヘックマンとムロズの計測では，デークと母集団が異なるという問題が残るであろう 72)。
けれどもキンリグスワースとヘックマンは，かかるムロズの研究の結果得られた重要な
点として，以下の7点をあげる。すなわち①式(106)のごと<,t変数を導入して標本選択
上の偏椅を考慮すれば，妻の労働経験が，労働供給方程式において統計上内生的であると
の証拠はな<,③労働供給方程式に妻の労働経験を含ましめれば，標本選択上の偏椅がな
いとはいえず，⑧逆に労働供給方程式より妻の労働経験を除外すれば，標本選択上の偏椅
71) Handbook, p. 185. 
72) Hi⑩ dbook, pp. 193~195. 
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Table 2・26 
Uncompensated wage elasticities of married women's labor supply 
implied by alternative estimates of Heckman (1980) model. 
Procedure IV Procedure VII Procedure IV" Procedure vu• ・Procedure Vllb 
炉M=（（“ぶ叫鴫H屯がOi,.●皿'鶉"''.. 直rn「四("・,'・"疇亭'"―'' 0,._,算''輝"黒'•"· NI.SJ 四叫」Du ) 
2.49 2.00 2.93 6.61 n.a. 
1.25 0.11 0.17 1.43 0.48 
definition2 1.33 0.22 0.24 ,0.62 0.63 
with new variables added 
H: definition 1 1.51 1.09 1.75 1.68 1.60 
definition 2 1.57 1.3S 1.97 1.94 1.89 
"Instrumental variables used for wife's work experience and (when applicable) selection bias-correction variable入
(which includes wife's work experience) to correct for possible endogeneity of wife's work experience. 
b Instrumental variables used for wife's work experience in both labor supply function and (when applicable) 
estimation of probit equation for labor force participation (which is used in construction of selection bias variable 
入） to correct for po誌ibleendogeneity of work experience. 
・Definitions of hours of work: 
1 = (1975 earnings)/(bourly wage in 1976), if available; otherwise, definition 2. 
2 = weeks worked in 1975Xusual hours worked per week. 
Variables: 
Wage equation = education, years of schooling, years of work experience. 
Labor supply equation -years of work experience, years of schooling, husband's wage, nonlabor income, number of 
children age 6 or les. 
New variables: age, number of children age 7 or more. 
All elasticities evaluated at H 1ー300[ -approximate・mean of hours of work of working women in Heckman 
(1980) and Mr02. (1985) data). Elasticities obtained as in Heckman (1980), by computing ratio of coefficient.on 
exp丘encevariable in labor supply equation to coefficient on experience variable in wage equation (the latter is set 
at 0.015 in al calculations) and dividing the result by 1300. 
For a definition of the statistical procedures used, see Table 2. 25 
なお NLSは theNational Longitudinal Survey (1966), PSIDはthePanel Study of Income Dynamics 
(1976)を示す。
のないことを否定できず， ④ i変数を導入しなければ， 労働経験が労働供給方程式にお
いて外生的であるとはいえず，⑥労働供給方程式としては，伝統的なトビン・モデルに代
ってヘックマンの一般化されたモデル（式(106))が支持され，⑥外生所得が統計上内生
的であるという証拠はなく，⑦税による所得調整の賃金弾力性におよぼす効果は些細なも
の (trivial)でしかなく，またその非労働所得弾力性におよぼす効果は一般に小さい73),
というのである。
なおムロズは，労働供給方程式が適度認定される場合よりも過剰認定される場合の方が
推定賃金弾力性は低くなる傾向があるとし，その例として表2・27を掲げる。賃金弾力性
の値は，小さいだけでなく負ですらある。見落してはならない点であろう。
ペンカベルの男子労働供給の研究と比較すると，キリングスワースとヘックマンの女子
労働供給の研究は，女子の場合の複雑さ（一般的な境界上の解の存在）を反映して緻密な
73) Handbook, p. 196. 
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Table 2・27 
Alternative estimates of uncompensated wage elasticity of wives'labor supply 
in Mroz's (1985) sensitivity analyses. 
Model 
Procedure VIll (a)-no allowance for taxes 
Procedure VIII (b) 
no allowance for taxes 
with allowance for taxes (lbc) 
Notes: 
Estimated elasticity 
(stand紅derror) 
0.09 
(0.17) 
-0.02 
(0.15) 
-0.05 
(0.15) 
a= Variables in probit equation= age, education, exogenous income, number 
of children age (i) 6 or les, (i) 5 or les, (ii) age 5-19, (iv) age 7-19, 
background variables (county unemployment rate, schooling of wife's 
parents, etc.), wife's experience, wife's experience squared, quadratic and 
cubic terms in wife's age and education. 
Variables in wage equation= same as probit equation. 
Variables in structural labor supply equation一logarithmof wife's wage, 
exogenous income, children (i) age 6 or Jes and (i) 7-19, wife's age, 
wife's education. 
b = Variables in probit equation= as for (a), with addition of cubic and 
quadratic terms in husband's age and education, family property income 
(family income exclusive of spouses'earnings), logarithm of husband's 
average hourly wage. 
Variables in wage equation= same as probit equation. 
Variables in structural labor supply equation= same as for (a). 
Jbc denotes linearized budget constraint. 
For definition of Procedure VIII, see Table 2.25 
All elasticities evaluated at H = 1300 [ -approximate mean of hours worked 
by working women in Mroz's (1985) sample); see Table 2.26 
展開を試みたものといえよう。だが2人の結論は，面白いことに非常に常識的である。す
なわちかれらはいう。近年の計量経済学的手法の発展は，以前は女子労働供給の賃金弾力
性の「合理的憶測値」 (the"reasonable guesstimate") の平均を高めるとされたものだ
が，すでに検討した最近の研究によれば，それは平均を低下せしめ，かつ分散を拡大せし
めたようである。ペンカベルは，男子労働供給の賃金弾力性にかんする過去の研究がかな
らずしも理論の実証に成功せず，単なる「数値化」 (calibration)の強調に終っているこ
とに批判的であった。だが女子労働供給の賃金弾力性の研究についても， その多様性の
故に「数値化」は「非常に不正確」だったといわざるをえない。それだけの理由によって
も，ペンカベルの批判は，女子労働供給の研究についても正しくあてはまろうと74)。説得
74) Hc⑰ dbook, pp. 196~197. なお最終的に一言付け加えれば，以上の議論は，生涯効用
関数の異時点間可分性を前提としている。だが実際には，たとえば現在の労働時間決
定にかんして，過去の労働時間の大きさがかなりの影響を及ぽそう。いいかえれば生
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的な結論といわざるをえない。
追記今回も数学にかんして学部同僚の数えを受けた。村田安雄教授には積分の微分に
ついて，堀江義教授には式(78a)の点検について，大谷憲司助教授にはハミルトニアンに
ついて，また橋本紀子助教授には 2変量正規分布（とくにその標準化と分断）等につい
て，それぞれお世話になった。とくに橋本助教授は，素人のための解説に長時間割いて下
さり，御礼の言葉もない。
涯効用関数は異時点間で不可分であり，そこに労働供給の合理的慣習モデルの登場す
る余地は当然に存する。オリンピア・ボーバーは，男子について例のミシガン大学個
票データを用い，その点を論じている (OlympiaBaver, "Relaxing Interternporal 
Separability: A Rational Habits Model of Labor Supply Estimated from 
Panel Data," Journal of Labor Economics, Vol. 9, Nr. 1, January 1991)。とす
れば女子についても同様の議論が成立しよう。
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